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第１０章 避難者対策 

 

 

 

 ○ 避難者対策の重要性と対策内容の基本的考え方 

住民の避難に備え、事前に避難場所や避難所を指定し、発災時の避難体制を整

備しておくことが必要である。 

また、首都直下地震等の大規模災害に備え、自治体の枠を越える避難先の確保

や広域避難も含めた的確な避難誘導の在り方についての検討が必要である。 

本章では、避難者対策として、避難所・避難場所等の指定・安全化をはじめと

する避難体制の整備に係る取組を定めている。 

 

 ○ 現在の対策の状況 

  区部においては、避難場所 189 ヶ所、地区内残留地区 33 ヶ所、避難道路 77

路線を指定している。 

  また、避難所については、都内で 2,780 ヶ所が指定されており、収容人数は約

362 万人である。 

都は現在、広域避難プロジェクトにおいて、自治体の枠を越えた迅速な連携を

可能にするための枠組みを検討している。 

 

 ○ 新たな被害想定を踏まえた課題 

   新たな被害想定では、避難者数が最大で約 339 万人とされ、避難所の収容人数

は、それを上回っている状況である。 

しかし、自治体の枠を越える大規模災害に係る避難先の確保や避難誘導の在り

方についての検討及び避難所における女性や災害時要援護者のニーズに応える

体制の整備について、引き続き検討・整備を推進する必要がある。 

    

 ○ 主な対策の方向性と到達目標 

 ・ 避難場所の指定・整備や的確な避難勧告・避難指示等に係る対策の推進及

び避難訓練の実施 

  → ＜到達目標＞自治体の枠を越えた避難先の確保・避難誘導の仕組みの構

築 

 ・ 避難所生活の安全・安心の確保の推進、女性や災害時要援護者にも配慮し

た避難所管理運営マニュアル等を作成し、体制整備を推進 

  → ＜到達目標＞女性や災害時要援護者の視点も踏まえた安全・安心な避難

所運営体制の確立  

 

   本章における対策の全体像は、次ページの体系図のとおり。

本章における対策の基本的考え方 
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地震前の行動（予防対策）発災前 

第５節 具体的な取組 

避難勧告・指示から避難誘導までの流れ 

避難誘導時の災害時要援護者対策 

広域避難も含めた避難誘導の在り方検討 

災害時要援護者対策の強化 

○ 避難体制の整備 

 

○ 自治体の枠を越えた避難先の確保や避難誘導の仕組みを構築  ○ 避難場所の確保や安全性等の確保  ○ 女性や災害時要援護者の視点も踏まえた避難所運営体制の確立

 

第４節 到達目標 

第１０章 避難者対策

 
○ 自治体の枠を越える大規模災害時における、避難先の確保や広

域避難も含めた的確な避難誘導の在り方について検討が必要 
○ 区部において、避難場所によっては、避難有効面積が不十分な

場合やその避難距離が長くなる場合がある。 
○ 避難所における安心・安全の確保や女性や災害時要援護者のニ

ーズに応える必要がある。 

第２節 課 題   

○ 広域避難プロジェクトが発足 

○ 区部においては、平成 20 年２月現在、避難場所 189

か所、地区内残留地区 33か所、避難道路 77路線を指定

○ 平成 23 年４月１日現在、避難所 2,780 か所、二次避

難所（福祉避難所）979か所が指定されている。 

○ 「避難所管理運営の指針（区市町村向け）」を平成 19

年度に策定し、区市町村の避難所運営を支援 

第１節 現在の到達状況  

○ 的確な避難勧告・避難指示、避難誘導や衛生管理の徹底

等による避難所生活の安全・安心の確保など、住民の避難

全般にわたる対策を総合的に推進 

○ 避難有効面積や避難距離等を踏まえた、避難場所・避難

道路の指定及び安全化を図る。 

○ 避難所における安全性の確保や、避難所管理運営マニュ

アル等における女性や災害時要援護者に対する配慮につ

いて定める。 

第３節 対策の方向性 

避難所の開設、開設状況の報告 

避難所での食品の安全確保、衛生管理対策 

○避難所の開設、管理運営 

○ 避難誘導 

女性や災害時要援護者の視点に立った管理運営 

避難場所・避難道路の安全化 

○ 避難所・避難場所等の指定･安全化 

避難所管理運営マニュアルの作成 

女性や災害時要援護者の視点に立った体制 

○ 避難所の管理運営体制の整備等 

被災者の避難先の決定 

避難手段の確保及び実施 

○ 被災者の他地区への移送 

避難場所・避難道路・避難所の確保 

ボランティア受入時の対応 

地震直後の行動（応急対策） 発災後 72時間以内 地震後の行動（復旧対策）発災後１週間目途 

動物の保護、避難所における飼養 
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第１０章 避難者対策 

第４節 到達目標 

3

避難場所が遠く、その避難距離が長くなる場合がある。 

 

３ 避難所の指定及び管理運営の整備 

避難所における安心・安全の確保や、女性や災害時要援護者のニーズに応える必

要がある。 

 

第３節 対策の方向性                       

 

１ 避難体制の整備 

的確な避難勧告・避難指示、避難誘導や衛生管理の徹底等による避難所生活の安

全・安心の確保など、住民の避難全般にわたる対策を総合的に推進する。

２ 避難場所・避難道路の指定及び安全化 

  避難有効面積や避難距離等を踏まえた、避難場所・避難道路の指定及び安全化を

図る。 

３ 避難所の指定及び管理運営の整備 

避難所における安全性の確保や避難所管理運営マニュアル等における女性や災

害時要援護者に対する配慮について定める。

 

第４節 到達目標                         

  

１ 自治体の粋を越えた避難先の確保や避難誘導の仕組みを構築 

  広域避難プロジェクトにおいて、広域避難シミュレーションを実施し、その結果

を踏まえて、実効性のある避難対策を構築し、自治体の枠を越えた避難先の確保や

避難誘導の仕組みを構築する。 

 

２ 避難場所の確保や安全性等の確保 

  「防災都市づくり推進計画」（平成 22年１月）に基づき、避難場所の整備を進め

ていく。 

・ 2015（平成 27）年度までに避難有効面積が不足する避難場所を解消 

・ 2015（平成 27）年度までに避難距離が３km以上となる避難圏域を解消 

  避難場所の量的確保や安全性等の確保 

 

３ 女性や災害時要援護者の視点も踏まえた避難所運営体制の確立 

 安全性を考慮した避難所の確保を図るとともに、女性や災害時要援護者の視点も

踏まえた避難所運営体制を確立する。 

第１０章 避難者対策 

第２節 課題 

 2

第１節 現在の到達状況                      

 

  １ 避難体制の整備 

  都県境を越える大規模水害発生時に、自治体の枠を越え、迅速な連携を可能にす

るための枠組みづくりを目指し、都、区市町村や防災機関、学識経験者などからな

る広域避難プロジェクトを発足し、検討を進めている。 

 

２ 避難場所・避難道路の指定及び安全化 

 区部においては、平成 20 年２月現在、避難場所 189 か所、地区内残留地区 33

か所、避難道路 77 路線を指定している。避難場所は、指定された避難場所までの

避難距離が３km 未満となるようにその避難圏域を指定し、避難場所周辺での大規模

な市街地火災が発生した場合のふく射熱を考慮した利用可能な空間として、避難計

画人口一人当たり１㎡以上を確保することを原則としている。 

 

３ 避難所の指定及び管理運営の整備 

 平成 23 年４月１日現在、都内で避難所 2,780 か所、二次避難所（福祉避難所）

979 か所が指定されている。避難所の収容人数は約 362 万人となっている。なお、

都内公立小中学校の耐震化率は平成 24 年４月現在、96.5％である。 

また、「避難所管理運営の指針（区市町村向け）」を平成 19 年度に策定し、区市

町村の避難所運営を支援している。 

 

第２節 課 題                          

 

【被害想定（東京湾北部地震）】 

被 害 項 目 想定される被害 

避難者数 最大 3,385,489 人 

停電率 最大 17.6％ 

固定電話不通率 最大  7.6％ 

低圧ガス供給支障率 最大 74.2％ 

上水道断水率 最大 45.2％ 

下水道管きょ被害率 最大 27.1％ 

 

１ 避難体制の整備 

自治体の枠を越える大規模災害時における、避難先の確保や広域避難も含めた的

確な避難誘導の在り方について検討が必要である。 

 

２ 避難場所・避難道路の指定及び安全化 

区部において、避難場所によっては、避難有効面積が不十分な場合や指定された
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第１０章 避難者対策 

第５節 具体的な取組 ＜予防対策＞ 

 5

機 関 名 対 策 内 容 

区 市 町 村

○ 発災時に備えた地域の実情の把握 

○ 避難勧告等を行ういとまがない場合の対応を検討 

○ 避難場所使用に関する他の区市町村との調整 

○ 運用要領の策定 

○ 避難場所、避難所、一時集合場所等の周知 

○ 避難勧告等発令基準の整備 

○ 一時集合場所の選定 

○ 災害時要援護者の把握 

○ 災害時要援護者に対する「避難支援プラン」の策定 

○ 障害特性に応じた避難支援体制の整備 

○ 都と連携した災害時要援護者に対する防災訓練の実施 

○ 都と連携した緊急通報システムの整備 

○ 地区内残留地区での小規模火災対策 

 

（２）詳細な取組内容 

 ア 都における対策 

   住民の避難に関し、区市町村が主たる役割を担うが、大規模災害等により、自治体の区

域を越える広域的な避難が必要となる場合には、都は、広域的視点から調整を行う。その

ための体制構築のため、下記の取組を行う。 

 

 （ア）広域避難に関する検討 

  ≪都総務局≫ 
  ○ 自治体の枠を越えた広域避難の体制を構築するため、国の「大規模水害対策に関

する専門調査会報告」などを踏まえながら、区市町村や防災機関、学識経験者など

からなる検討組織を設置して広域避難プロジェクトを推進し、広域避難シミュレー

ションを実施して避難先の確保や的確な避難誘導の在り方について検討していく。 
  ○ 九都県市における「広域避難モデルプロジェクト」の検討などを踏まえながら、

震災時に、域外の自治体の円滑な協力が得られるよう、締結している協定の充実等

を図る。 
 
  （イ）外国人への連絡体制 

  ≪都知事本局≫ 
  ○ 外国人への情報伝達を支援するため、在京大使館等との通信訓練を引き続き実施

する等、連絡体制の確保に取り組んでいく。 
  ≪都産業労働局≫ 

  ○ 都内観光関連事業者等が、発災時に円滑な案内・誘導、情報提供等を行えるよう、

緊急・災害発生時の応対マニュアルの作成や外国人旅行者応対研修を実施し、外国

人旅行者に対する情報提供の円滑化を図っていく。 
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 4

第５節 具体的な取組                       

 

 

 

 

３ 避難所の管理運営体制の整備等 １ 避難体制の整備（災害時要援護者対

策を含む）  

２ 避難所・避難場所等の指定・安全化  

 

 

１ 避難体制の整備 

ここでは、震災時における避難体制の整備について記載する。津波時の避難体制

は、第５章「津波等対策」（P  ）、洪水時の避難体制は、東京都地域防災計画（風

水害編）（P  ）に記載する。 

（１）対策内容と役割分担 

機 関 名 対 策 内 容 

都 総 務 局

○ 広域避難誘導に関する検討 

○ 震災対策訓練等を通じた防災行動力の向上 

○ 避難場所等の周知に関する区市町村との連携 

都 知 事 本 局 ○ 在京大使館等との連絡体制の確保 

都 生 活 文 化 局 ○ 外国人災害時情報センター開設に係る訓練の実施 

都 福 祉 保 健 局
○ 区市町村における災害時要援護者対策の強化を支援 

○ 緊急通報システムの活用を促進 

都 産 業 労 働 局 ○ 外国人旅行者向け対応マニュアルの作成  

都 教 育 庁 ○ 都立学校に対する避難計画の作成等指導 

都 関 係 各 局 ○ 各施設における自衛消防訓練内容の充実 

東 京 消 防 庁

○ 区市町村等と連携した災害時要援護者に対する防災訓練

の実施 

○ 緊急通報システムの活用 

○ 地域が一体となった協力体制（消防のふれあいネットワー

クづくりの推進） 

○ 社会福祉施設等と地域の連携を促進 
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機 関 名 対 策 内 容 

区 市 町 村

○ 発災時に備えた地域の実情の把握 

○ 避難勧告等を行ういとまがない場合の対応を検討 

○ 避難場所使用に関する他の区市町村との調整 

○ 運用要領の策定 

○ 避難場所、避難所、一時集合場所等の周知 

○ 避難勧告等発令基準の整備 
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○ 災害時要援護者の把握 
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  ○ 自治体の枠を越えた広域避難の体制を構築するため、国の「大規模水害対策に関

する専門調査会報告」などを踏まえながら、区市町村や防災機関、学識経験者など

からなる検討組織を設置して広域避難プロジェクトを推進し、広域避難シミュレー

ションを実施して避難先の確保や的確な避難誘導の在り方について検討していく。 
  ○ 九都県市における「広域避難モデルプロジェクト」の検討などを踏まえながら、

震災時に、域外の自治体の円滑な協力が得られるよう、締結している協定の充実等

を図る。 
 
  （イ）外国人への連絡体制 

  ≪都知事本局≫ 
  ○ 外国人への情報伝達を支援するため、在京大使館等との通信訓練を引き続き実施

する等、連絡体制の確保に取り組んでいく。 
  ≪都産業労働局≫ 

  ○ 都内観光関連事業者等が、発災時に円滑な案内・誘導、情報提供等を行えるよう、

緊急・災害発生時の応対マニュアルの作成や外国人旅行者応対研修を実施し、外国

人旅行者に対する情報提供の円滑化を図っていく。 
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策を含む）  
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１ 避難体制の整備 

ここでは、震災時における避難体制の整備について記載する。津波時の避難体制

は、第５章「津波等対策」（P  ）、洪水時の避難体制は、東京都地域防災計画（風

水害編）（P  ）に記載する。 

（１）対策内容と役割分担 

機 関 名 対 策 内 容 

都 総 務 局

○ 広域避難誘導に関する検討 

○ 震災対策訓練等を通じた防災行動力の向上 

○ 避難場所等の周知に関する区市町村との連携 

都 知 事 本 局 ○ 在京大使館等との連絡体制の確保 

都 生 活 文 化 局 ○ 外国人災害時情報センター開設に係る訓練の実施 

都 福 祉 保 健 局
○ 区市町村における災害時要援護者対策の強化を支援 

○ 緊急通報システムの活用を促進 

都 産 業 労 働 局 ○ 外国人旅行者向け対応マニュアルの作成  

都 教 育 庁 ○ 都立学校に対する避難計画の作成等指導 

都 関 係 各 局 ○ 各施設における自衛消防訓練内容の充実 

東 京 消 防 庁

○ 区市町村等と連携した災害時要援護者に対する防災訓練

の実施 

○ 緊急通報システムの活用 

○ 地域が一体となった協力体制（消防のふれあいネットワー

クづくりの推進） 

○ 社会福祉施設等と地域の連携を促進 
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【児童生徒等の避難計画（教育庁）】 

ア 計画の内容を、教職員に周知徹底するとともに、児童生徒等に対し基本的事項について反

復指導、訓練を実施する。また、必要な事項について、保護者に周知する。

イ 避難所、避難経路及び保護者への引渡場所については、地元防災機関と連絡を密にし、当

該地域の防災計画に即して選定する。

ウ 避難時における指揮命令系統及び教職員の任務分担を明確にする。

エ 避難計画は、始業時、授業時、休憩時、放課後、校外指導等それぞれの状況に応じた対策

とし、学年や障害の程度等児童生徒の発達段階に配慮する。

オ 校内放送、非常ベル等校内の通報連絡手段及び関係機関への連絡方法について、最悪の条

件を想定し、代替手段を確保する。

カ 児童生徒等の人員把握と、報告の方法を具体的に定める。 

 イ 東京消防庁における対策 

 ○ 区市町村等と協働して、防災市民組織を中心とした災害時要援護者に対する防災訓練

を実施するなど、地域の防災行動力の向上に努める。

 ○ 区市町村が整備する緊急通報システム等を活用して、災害時要援護者の情報収集及び

安全確保を図る。

 ○ 災害時要援護者の安全を確保するため、地域が一体となった協力体制（消防のふれあ

いネットワーク）づくりを推進する。

 ・ 区市町村等と連携して災害時要援護者を近隣で助け合う地域協力体制づくりを推進

する。

 ・ 社会福祉施設等の被災に備え、町会・自治会・防災市民組織、近隣事業所及びボラ

ンティア等による協力体制づくりを推進する。

 ○ 社会福祉施設と事業所、町会、自治会等との間及び社会福祉施設相互間で災害時応援

協定を締結するようその促進を図る。

 ○ 「地震その時 10 のポイント」における「確かな避難」に係る知識の普及や、防火防

災診断を通じた被災しない環境づくりについて取り組む。

 

 ウ 区市町村における対策 

 ○ 地域又は町会（自治会）単位に、避難時における集団の形成や自主統制の状況につい

て、地域の実情を把握するよう努める。

 ○ 避難の勧告又は指示を行ういとまがない場合の住民の避難について、あらかじめ地域

の実情や発災時の状況に応じた避難の方法を想定しておく。

 ○ ２以上の区市町村にわたって所在する避難場所又は２以上の区市町村の被災住民が利

用する避難場所の運用について、関係する区市町村があらかじめ協議して対処する。

 ○ 避難住民の安全を保持するため、災害時に事態の推移に即応した適切な措置を講ずる

ため、その内容及び方法等について、あらかじめ運用要領を定めておく。措置内容はお

おむね次のとおりである。

 ・ 避難場所の規模及び周辺の状況を勘案し、運用に要する職員を適切に配置する。 
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   （第２部第２章「外国人支援対策」Ｐ  参照）

 

 （ウ）災害時要援護者対策 

  ≪都福祉保健局≫

  ○ 「災害時要援護者防災行動マニュアルへの指針」、「災害時要援護者への災害対策

推進のための指針(区市町村向け)」を改訂し、災害時要援護者の把握や避難支援プ

ランの作成を働き掛けるなど、区市町村における災害時要援護者対策の強化を支援

する。

     特に、在宅人工呼吸器使用者については、「東京都在宅人工呼吸器使用者災害時

支援指針」などを活用し、区市町村における災害時個別支援計画の策定を支援する

など、災害時対策の強化を図る。

   ○ 広域的な立場から、安否確認や避難支援、情報提供について、区市町村が障害者

団体等と連携して取り組めるよう支援していく。

  ○ 65 歳以上の病弱な一人暮らし等の高齢者や 18 歳以上の一人暮らし等の重度身体

障害者の安全を確保するため、緊急時に東京消防庁等に通報できるシステムの活用

を促進する。

  ≪都関係各局≫

  ○ 近隣あるいは地域住民との日常的なふれあいを基盤とした地域協力体制に対す

る指導の充実を図る。

  （エ）訓練の実施 

  ≪都生活文化局≫

  ○ 外国人災害時情報センター開設に係る訓練を実施するなど、災害時における東京

都防災（語学）ボランティアの派遣が円滑に行えるよう努める。

  ≪都関係各局≫

  ○ 区市町村等と協働して、防災市民組織を中心とした災害時要援護者に対する震災

対策訓練を実施するなど、防災行動力の向上に努める。

  ○ 各施設における自衛消防訓練等の機会を捉えて、施設の使用実態に沿った適切な

避難行動を習得できるよう訓練内容の充実に努める。

 （オ）避難場所の周知 

 ○ 効率的・効果的な避難を実現するため、避難場所や避難所、一時集合場所などの役

割、安全な避難方法について、区市町村と連携を図りながら周知する。

 （カ）都立学校における対策 

 ≪都教育庁≫ 

     ○ 災害状況に応じ、校長を中心に全校職員が協力して、児童生徒等の安全確保が図

れるよう、次のとおり避難計画の作成等の指導を行う。 

 

 

- 432 -



第１０章 避難者対策 

第５節 具体的な取組 ＜予防対策＞ 

7

【児童生徒等の避難計画（教育庁）】 

ア 計画の内容を、教職員に周知徹底するとともに、児童生徒等に対し基本的事項について反

復指導、訓練を実施する。また、必要な事項について、保護者に周知する。

イ 避難所、避難経路及び保護者への引渡場所については、地元防災機関と連絡を密にし、当

該地域の防災計画に即して選定する。

ウ 避難時における指揮命令系統及び教職員の任務分担を明確にする。

エ 避難計画は、始業時、授業時、休憩時、放課後、校外指導等それぞれの状況に応じた対策

とし、学年や障害の程度等児童生徒の発達段階に配慮する。

オ 校内放送、非常ベル等校内の通報連絡手段及び関係機関への連絡方法について、最悪の条

件を想定し、代替手段を確保する。

カ 児童生徒等の人員把握と、報告の方法を具体的に定める。 

 イ 東京消防庁における対策 

 ○ 区市町村等と協働して、防災市民組織を中心とした災害時要援護者に対する防災訓練

を実施するなど、地域の防災行動力の向上に努める。

 ○ 区市町村が整備する緊急通報システム等を活用して、災害時要援護者の情報収集及び

安全確保を図る。

 ○ 災害時要援護者の安全を確保するため、地域が一体となった協力体制（消防のふれあ

いネットワーク）づくりを推進する。

 ・ 区市町村等と連携して災害時要援護者を近隣で助け合う地域協力体制づくりを推進

する。

 ・ 社会福祉施設等の被災に備え、町会・自治会・防災市民組織、近隣事業所及びボラ

ンティア等による協力体制づくりを推進する。

 ○ 社会福祉施設と事業所、町会、自治会等との間及び社会福祉施設相互間で災害時応援

協定を締結するようその促進を図る。

 ○ 「地震その時 10 のポイント」における「確かな避難」に係る知識の普及や、防火防

災診断を通じた被災しない環境づくりについて取り組む。

 

 ウ 区市町村における対策 

 ○ 地域又は町会（自治会）単位に、避難時における集団の形成や自主統制の状況につい

て、地域の実情を把握するよう努める。

 ○ 避難の勧告又は指示を行ういとまがない場合の住民の避難について、あらかじめ地域

の実情や発災時の状況に応じた避難の方法を想定しておく。

 ○ ２以上の区市町村にわたって所在する避難場所又は２以上の区市町村の被災住民が利

用する避難場所の運用について、関係する区市町村があらかじめ協議して対処する。

 ○ 避難住民の安全を保持するため、災害時に事態の推移に即応した適切な措置を講ずる

ため、その内容及び方法等について、あらかじめ運用要領を定めておく。措置内容はお

おむね次のとおりである。

 ・ 避難場所の規模及び周辺の状況を勘案し、運用に要する職員を適切に配置する。 
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   （第２部第２章「外国人支援対策」Ｐ  参照）

 

 （ウ）災害時要援護者対策 

  ≪都福祉保健局≫

  ○ 「災害時要援護者防災行動マニュアルへの指針」、「災害時要援護者への災害対策

推進のための指針(区市町村向け)」を改訂し、災害時要援護者の把握や避難支援プ

ランの作成を働き掛けるなど、区市町村における災害時要援護者対策の強化を支援

する。

     特に、在宅人工呼吸器使用者については、「東京都在宅人工呼吸器使用者災害時

支援指針」などを活用し、区市町村における災害時個別支援計画の策定を支援する

など、災害時対策の強化を図る。

   ○ 広域的な立場から、安否確認や避難支援、情報提供について、区市町村が障害者

団体等と連携して取り組めるよう支援していく。

  ○ 65 歳以上の病弱な一人暮らし等の高齢者や 18 歳以上の一人暮らし等の重度身体

障害者の安全を確保するため、緊急時に東京消防庁等に通報できるシステムの活用

を促進する。

  ≪都関係各局≫

  ○ 近隣あるいは地域住民との日常的なふれあいを基盤とした地域協力体制に対す

る指導の充実を図る。

  （エ）訓練の実施 

  ≪都生活文化局≫

  ○ 外国人災害時情報センター開設に係る訓練を実施するなど、災害時における東京

都防災（語学）ボランティアの派遣が円滑に行えるよう努める。

  ≪都関係各局≫

  ○ 区市町村等と協働して、防災市民組織を中心とした災害時要援護者に対する震災

対策訓練を実施するなど、防災行動力の向上に努める。

  ○ 各施設における自衛消防訓練等の機会を捉えて、施設の使用実態に沿った適切な

避難行動を習得できるよう訓練内容の充実に努める。

 （オ）避難場所の周知 

 ○ 効率的・効果的な避難を実現するため、避難場所や避難所、一時集合場所などの役

割、安全な避難方法について、区市町村と連携を図りながら周知する。

 （カ）都立学校における対策 

 ≪都教育庁≫ 

     ○ 災害状況に応じ、校長を中心に全校職員が協力して、児童生徒等の安全確保が図

れるよう、次のとおり避難計画の作成等の指導を行う。 
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２ 避難所・避難場所等の指定・安全化 

（１）対策内容と役割分担 

機 関 名 対 策 内 容 

都 総 務 局 

○ 指定管理者等の役割の明確化 

○ 避難所での避難者と帰宅困難者の受入ルールの検討 

○ 避難場所・避難所等の住民への周知 

都 環 境 局 
○ 避難場所隣接地及び避難道路沿いにある高圧ガス施設の安

全化 

都 都 市 整 備 局 ○ 区部における避難場所、避難道路、地区内残留地区の指定

都 建 設 局 

○ 避難場所へ安全に避難できるよう道路や道路上の橋梁を整

備 

○ 避難場所や救助拠点となる都立公園の整備 

都 水 道 局 
○ 避難道路沿い施設の安全化 

○ 避難所への供給ルートの耐震継手化を推進 

都 下 水 道 局 ○ 避難所からの排水を受ける管きょの耐震化 

東 京 消 防 庁 
○ 消防水利の整備 

○ 避難所における消防用設備等の維持管理状況等の確認 

区 市 町 村 

○ 各市町村における避難場所の指定 

○ 避難所の指定・確保及び住民への周知 

○ 避難所の安全性確保 

東 京 電 力 

東 京 ガ ス 
○ 避難道路沿い施設の安全化 

 
（２）詳細な取組内容 

 ア 都における対策 

   ≪都総務局≫ 

 ○ 公共施設を管理する施設管理者や指定管理者については、各施設の特性等を踏まえ

た上で発災時の役割を明確化するなど、公共施設における円滑な受入体制を整えてい

く。 
 ○ 既存の避難所に避難した帰宅困難者を円滑に受け入れるため、避難所での避難者と

帰宅困難者の受入場所を分離するなどの運営ルールを検討する。 
 ○ 効率的・効果的な避難を実現するため、避難場所や避難所、一時集合場所などの役

割、安全な避難方法について、区市町村と連携を図りながら周知していく。 
 ≪都都市整備局≫ 

 ○ 大地震時に発生する延焼火災やその他の危険から避難者の生命を保護するため、区

部の必要な面積を有する大規模公園、緑地等のオープンスペースを東京都震災対策条

例第 47 条第１項に基づき、避難場所に指定する。火災の拡大するおそれのない地域

については、地区内残留地区を定める。 
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 ・ 情報伝達手段を確保し、適宜正確な情報を提供するとともに適切な指示を行う。 

 ・ 傷病者に対し救急医療を施すため、医療救護所及び医師、看護師等を確保する。 

 ・ 避難場所の衛生保全に努める。 

 ・ 避難期間に応じて、水、食料及び救急物資の手配を行うとともに、その配給方法等

を定め、平等かつ能率的な配給を実施する。 

 ・ 避難解除となった場合の避難者の帰宅行動又は避難所への移動を安全かつ円滑に誘

導する。 

 ○ 効率的・効果的な避難を実現するため、避難場所や避難所、一時集合場所などの役割、

安全な避難方法について、都と連携を図りながら周知していく。

 ○ 「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン」（平成 17年 3 月集中豪雨時

等における情報伝達及び高齢者等の避難支援に関する検討会）に基づき、避難すべき区

域及び判断基準（具体的な考え方）を含めたマニュアルを策定するなど、避難勧告等が

適切なタイミングで適当な対象地域に発令できるよう努める。

 ○ 混乱の発生を防止するために、避難場所に至る前に避難者が一時的に集合して集団を

形成し、秩序正しい避難態勢を整える場所として、事前に一時集合場所を選定する。一

時集合場所は、集合した人の安全が確保されるスペースを有し、地域住民の生活圏と結

びついた学校のグラウンド、神社・仏閣の境内、公園、緑地、団地の広場等を基準とし

て選定する。

 ○ 都及び東京消防庁と協働して、防災市民組織を中心とした災害時要援護者対策に関す

る訓練を実施するなど、地域の防災行動力の向上に努める。

 ○ 高齢者、障害者等の災害時要援護者を適切に避難誘導し、安否確認を行うため、地域

住民、自主防災組織等の協力を得ながら、平常時より災害時要援護者に関する情報の把

握・共有、避難誘導体制の整備を図る。 

     また、災害時要援護者を把握し、災害時要援護者に対する「避難支援プラン」の策定

や障害特性に応じた避難支援体制の整備を図り、都及び東京消防庁と連携した災害時要

援護者に対する震災対策訓練等を実施する。 

 ○ 区市町村は、安否確認や避難支援、情報提供について、障害者団体等と連携して取り

組む。 

 ○ 都と連携して65 歳以上の病弱な一人暮らし等の高齢者や18歳以上の一人暮らし等の

重度身体障害者の安全を確保するため、緊急時に東京消防庁等に通報できるシステムの

整備を進める。

○ 地区内残留地区は、震災時に大規模延焼火災のおそれがなく、広域的な避難を要しな

い地区であるが、小規模な火災が発生し、近隣空地への退避を余儀なくされる場合もあ

る。このため、区市町村は、平常時から、神社・仏閣の境内、近隣の小公園など一時的

な退避空間適地の状況・位置について確認する。

   ○ 災害時において、被災者の他地区への移送等、他の地方公共団体の円滑な協力が得ら

れるよう他の地方公共団体と協定等を締結し、協力体制の確立を図る。
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２ 避難所・避難場所等の指定・安全化 

（１）対策内容と役割分担 

機 関 名 対 策 内 容 

都 総 務 局 

○ 指定管理者等の役割の明確化 

○ 避難所での避難者と帰宅困難者の受入ルールの検討 

○ 避難場所・避難所等の住民への周知 

都 環 境 局 
○ 避難場所隣接地及び避難道路沿いにある高圧ガス施設の安

全化 

都 都 市 整 備 局 ○ 区部における避難場所、避難道路、地区内残留地区の指定

都 建 設 局 

○ 避難場所へ安全に避難できるよう道路や道路上の橋梁を整

備 

○ 避難場所や救助拠点となる都立公園の整備 

都 水 道 局 
○ 避難道路沿い施設の安全化 

○ 避難所への供給ルートの耐震継手化を推進 

都 下 水 道 局 ○ 避難所からの排水を受ける管きょの耐震化 

東 京 消 防 庁 
○ 消防水利の整備 

○ 避難所における消防用設備等の維持管理状況等の確認 

区 市 町 村 

○ 各市町村における避難場所の指定 

○ 避難所の指定・確保及び住民への周知 

○ 避難所の安全性確保 

東 京 電 力 

東 京 ガ ス 
○ 避難道路沿い施設の安全化 

 
（２）詳細な取組内容 

 ア 都における対策 

   ≪都総務局≫ 

 ○ 公共施設を管理する施設管理者や指定管理者については、各施設の特性等を踏まえ

た上で発災時の役割を明確化するなど、公共施設における円滑な受入体制を整えてい

く。 
 ○ 既存の避難所に避難した帰宅困難者を円滑に受け入れるため、避難所での避難者と

帰宅困難者の受入場所を分離するなどの運営ルールを検討する。 
 ○ 効率的・効果的な避難を実現するため、避難場所や避難所、一時集合場所などの役

割、安全な避難方法について、区市町村と連携を図りながら周知していく。 
 ≪都都市整備局≫ 

 ○ 大地震時に発生する延焼火災やその他の危険から避難者の生命を保護するため、区

部の必要な面積を有する大規模公園、緑地等のオープンスペースを東京都震災対策条

例第 47 条第１項に基づき、避難場所に指定する。火災の拡大するおそれのない地域

については、地区内残留地区を定める。 
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 ・ 情報伝達手段を確保し、適宜正確な情報を提供するとともに適切な指示を行う。 

 ・ 傷病者に対し救急医療を施すため、医療救護所及び医師、看護師等を確保する。 

 ・ 避難場所の衛生保全に努める。 

 ・ 避難期間に応じて、水、食料及び救急物資の手配を行うとともに、その配給方法等

を定め、平等かつ能率的な配給を実施する。 

 ・ 避難解除となった場合の避難者の帰宅行動又は避難所への移動を安全かつ円滑に誘

導する。 

 ○ 効率的・効果的な避難を実現するため、避難場所や避難所、一時集合場所などの役割、

安全な避難方法について、都と連携を図りながら周知していく。

 ○ 「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン」（平成 17年 3 月集中豪雨時

等における情報伝達及び高齢者等の避難支援に関する検討会）に基づき、避難すべき区

域及び判断基準（具体的な考え方）を含めたマニュアルを策定するなど、避難勧告等が

適切なタイミングで適当な対象地域に発令できるよう努める。

 ○ 混乱の発生を防止するために、避難場所に至る前に避難者が一時的に集合して集団を

形成し、秩序正しい避難態勢を整える場所として、事前に一時集合場所を選定する。一

時集合場所は、集合した人の安全が確保されるスペースを有し、地域住民の生活圏と結

びついた学校のグラウンド、神社・仏閣の境内、公園、緑地、団地の広場等を基準とし

て選定する。

 ○ 都及び東京消防庁と協働して、防災市民組織を中心とした災害時要援護者対策に関す

る訓練を実施するなど、地域の防災行動力の向上に努める。

 ○ 高齢者、障害者等の災害時要援護者を適切に避難誘導し、安否確認を行うため、地域

住民、自主防災組織等の協力を得ながら、平常時より災害時要援護者に関する情報の把

握・共有、避難誘導体制の整備を図る。 

     また、災害時要援護者を把握し、災害時要援護者に対する「避難支援プラン」の策定

や障害特性に応じた避難支援体制の整備を図り、都及び東京消防庁と連携した災害時要

援護者に対する震災対策訓練等を実施する。 

 ○ 区市町村は、安否確認や避難支援、情報提供について、障害者団体等と連携して取り

組む。 

 ○ 都と連携して65 歳以上の病弱な一人暮らし等の高齢者や18歳以上の一人暮らし等の

重度身体障害者の安全を確保するため、緊急時に東京消防庁等に通報できるシステムの

整備を進める。

○ 地区内残留地区は、震災時に大規模延焼火災のおそれがなく、広域的な避難を要しな

い地区であるが、小規模な火災が発生し、近隣空地への退避を余儀なくされる場合もあ

る。このため、区市町村は、平常時から、神社・仏閣の境内、近隣の小公園など一時的

な退避空間適地の状況・位置について確認する。

   ○ 災害時において、被災者の他地区への移送等、他の地方公共団体の円滑な協力が得ら

れるよう他の地方公共団体と協定等を締結し、協力体制の確立を図る。
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災害防止と早期復旧のための防災システムの確立を図る。 

 
ウ 区市町村における対策 

○ 各区市町村の地域防災計画において、あらかじめ避難所（二次避難所含む）を指定し、

住民に周知しておく。 

（資料第  「避難所及び二次避難所区市町村別一覧表」別冊 P  ） 

○ 指定した避難所の所在地等については、警察署、消防署等関係機関に連絡するとともに、

東京都災害情報システム (DIS)への入力等により、都に報告する。 

○ 避難所の指定基準は、おおむね次のとおりとする。 

  ・ 避難所は、原則として、町会(又は自治会)又は学区を単位として指定する。 

・ 避難所は、耐震・耐火・鉄筋構造を備えた公共建物等(学校、公民館等)を利用する。 

   ・ 避難所に受け入れる被災者数は、おおむね居室 3.3 ㎡当たり２人とする。 

   ・ 避難所の指定に当たっては、津波等の浸水想定も考慮して選定すること。 

  ○ 避難所に指定した建物については、早期に耐震診断等を実施し、また、消防用設備等の

点検を確実に行う等、安全性を確認・確保するとともに、被災者の性別も踏まえプライバ

シーの確保や生活環境を良好に保つよう努める。 
○ 自宅や避難所で生活している災害時要援護者に対し、状況に応じ、医療や介護など必要

なサービスを提供するため、あらかじめ社会福祉施設等を二次避難所 (福祉避難所)として

指定しておく。 

○ 二次避難所 (福祉避難所)は、耐震・耐火・鉄筋構造に加えて災害時要援護者の特性を踏

まえバリアフリーを備えた建物を利用する。 
○ 避難所が不足する場合に備え、民間施設等と協定を結ぶなど、避難所の確保に努める。 
○ 多摩地域 30 市町村及び島しょ地域９町村は、災害対策基本法第 42 条第２項第２号に基

づき、それぞれ地域防災計画の中で避難場所を定め、大地震時に発生する延焼火災などか

ら住民の生命の保護を図っている。なお、避難場所については、避難に必要な施設・設備

を含めて整備する。避難場所・避難道路の指定については、津波等の浸水想定を考慮し、

安全を確保できるように選定する。 

（資料第  「多摩・島しょ地域の避難場所」別冊 P  ） 

 
 
３ 避難所の管理運営体制の整備等 

（１）対策内容と役割分担 

機 関  名 対 策 内 容 

都 生 活 文 化 局

○ 東京ボランティア・市民活動センターとの連携、東京都災

害ボランティアセンターの設置・運営訓練等を実施 など

（第２部第２章「ボランティア活動との連携」P  参照）
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 また、地区割当計画による避難場所への距離が３㎞以上ある地域や、火災による延

焼の危険性が著しい地域において、避難者を安全に誘導するため、同条例第 48 条に

基づき避難道路を指定する。 

 なお、避難場所・避難道路の指定については、新たな被害想定を考慮し、見直しを

進める。 

（資料第  「区部避難場所一覧表」別冊 P  ） 

（資料第  「区部避難場所地区割当計画」別冊 P  ） 

（資料第  「区部避難道路系統図」別冊 P  ） 

 ≪都建設局≫ 
 ○ 震災時に住民が避難場所へ安全に避難できるよう道路や道路上の橋梁を整備する。

また、避難場所となる都立公園について、避難に必要な施設・設備を含めて整備する。 
    （第２部第３章「安全な都市づくりの実現」P  参照） 
 ≪都環境局≫ 

 ○ 避難場所隣接地及び避難道路沿いにあるアンモニア冷凍事業所、塩素ガス貯蔵事業

所及び液化石油ガス貯蔵事業所等の高圧ガス施設に対して、現行法令に基づく保安設

備の設置確認及び定期検査の実施の徹底を図るとともに、震災時における防災計画の

提出等について指導を強化していく。 
 ≪東京消防庁≫ 

 ○ 避難場所・避難道路周辺における避難者の安全を確保するため、震災時の水利整備

基準に基づき当該地域に防火水槽等を整備する。 
 ○ 指定されている避難所の防火管理状況及び消防用設備等の維持管理状況について、

確認し、必要に応じて行政指導を行う。 
 

イ ライフライン事業者の対策 

≪都水道局≫ 
○ 管路について、避難所への供給ルートの耐震継手化を優先的に進めていく。 

≪都下水道局≫ 
○ 避難所等からの排水を受ける管きょについて、マンホールと管きょの接続部分の耐震

性の向上を進める。 
≪東京電力≫ 

○ 避難道路に施設されている電柱は、火災延焼防止面等からコンクリート柱を使用して

いる。 

○ 電線の混触による短絡断線防止対策として、絶縁電線を使用している。 

○ 柱上変圧器の落下防止対策として、強度向上を図った工法を採用するとともに開閉器

については、高信頼度の真空または気中開閉器を使用している。 

○ 避難道路の設備の維持管理強化を図るため、配電設備を中心とした関連設備の巡視・

点検を強化している。 

≪東京ガス≫ 

○ 導管については、状況に応じた最適な材料、継手構造等を採用し、耐震性の向上を図

る。また、導管網のブロック化、緊急遮断装置、放散設備、無線設備等を整備し、二次
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災害防止と早期復旧のための防災システムの確立を図る。 

 
ウ 区市町村における対策 

○ 各区市町村の地域防災計画において、あらかじめ避難所（二次避難所含む）を指定し、

住民に周知しておく。 

（資料第  「避難所及び二次避難所区市町村別一覧表」別冊 P  ） 

○ 指定した避難所の所在地等については、警察署、消防署等関係機関に連絡するとともに、

東京都災害情報システム (DIS)への入力等により、都に報告する。 

○ 避難所の指定基準は、おおむね次のとおりとする。 

  ・ 避難所は、原則として、町会(又は自治会)又は学区を単位として指定する。 

・ 避難所は、耐震・耐火・鉄筋構造を備えた公共建物等(学校、公民館等)を利用する。 

   ・ 避難所に受け入れる被災者数は、おおむね居室 3.3 ㎡当たり２人とする。 

   ・ 避難所の指定に当たっては、津波等の浸水想定も考慮して選定すること。 

  ○ 避難所に指定した建物については、早期に耐震診断等を実施し、また、消防用設備等の

点検を確実に行う等、安全性を確認・確保するとともに、被災者の性別も踏まえプライバ

シーの確保や生活環境を良好に保つよう努める。 
○ 自宅や避難所で生活している災害時要援護者に対し、状況に応じ、医療や介護など必要

なサービスを提供するため、あらかじめ社会福祉施設等を二次避難所 (福祉避難所)として

指定しておく。 

○ 二次避難所 (福祉避難所)は、耐震・耐火・鉄筋構造に加えて災害時要援護者の特性を踏

まえバリアフリーを備えた建物を利用する。 
○ 避難所が不足する場合に備え、民間施設等と協定を結ぶなど、避難所の確保に努める。 
○ 多摩地域 30 市町村及び島しょ地域９町村は、災害対策基本法第 42 条第２項第２号に基

づき、それぞれ地域防災計画の中で避難場所を定め、大地震時に発生する延焼火災などか

ら住民の生命の保護を図っている。なお、避難場所については、避難に必要な施設・設備

を含めて整備する。避難場所・避難道路の指定については、津波等の浸水想定を考慮し、

安全を確保できるように選定する。 

（資料第  「多摩・島しょ地域の避難場所」別冊 P  ） 

 
 
３ 避難所の管理運営体制の整備等 

（１）対策内容と役割分担 

機 関  名 対 策 内 容 

都 生 活 文 化 局

○ 東京ボランティア・市民活動センターとの連携、東京都災

害ボランティアセンターの設置・運営訓練等を実施 など

（第２部第２章「ボランティア活動との連携」P  参照）
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 また、地区割当計画による避難場所への距離が３㎞以上ある地域や、火災による延

焼の危険性が著しい地域において、避難者を安全に誘導するため、同条例第 48 条に

基づき避難道路を指定する。 

 なお、避難場所・避難道路の指定については、新たな被害想定を考慮し、見直しを

進める。 

（資料第  「区部避難場所一覧表」別冊 P  ） 

（資料第  「区部避難場所地区割当計画」別冊 P  ） 

（資料第  「区部避難道路系統図」別冊 P  ） 

 ≪都建設局≫ 
 ○ 震災時に住民が避難場所へ安全に避難できるよう道路や道路上の橋梁を整備する。

また、避難場所となる都立公園について、避難に必要な施設・設備を含めて整備する。 
    （第２部第３章「安全な都市づくりの実現」P  参照） 
 ≪都環境局≫ 

 ○ 避難場所隣接地及び避難道路沿いにあるアンモニア冷凍事業所、塩素ガス貯蔵事業

所及び液化石油ガス貯蔵事業所等の高圧ガス施設に対して、現行法令に基づく保安設

備の設置確認及び定期検査の実施の徹底を図るとともに、震災時における防災計画の

提出等について指導を強化していく。 
 ≪東京消防庁≫ 

 ○ 避難場所・避難道路周辺における避難者の安全を確保するため、震災時の水利整備

基準に基づき当該地域に防火水槽等を整備する。 
 ○ 指定されている避難所の防火管理状況及び消防用設備等の維持管理状況について、

確認し、必要に応じて行政指導を行う。 
 

イ ライフライン事業者の対策 

≪都水道局≫ 
○ 管路について、避難所への供給ルートの耐震継手化を優先的に進めていく。 

≪都下水道局≫ 
○ 避難所等からの排水を受ける管きょについて、マンホールと管きょの接続部分の耐震

性の向上を進める。 
≪東京電力≫ 

○ 避難道路に施設されている電柱は、火災延焼防止面等からコンクリート柱を使用して

いる。 

○ 電線の混触による短絡断線防止対策として、絶縁電線を使用している。 

○ 柱上変圧器の落下防止対策として、強度向上を図った工法を採用するとともに開閉器

については、高信頼度の真空または気中開閉器を使用している。 

○ 避難道路の設備の維持管理強化を図るため、配電設備を中心とした関連設備の巡視・

点検を強化している。 

≪東京ガス≫ 

○ 導管については、状況に応じた最適な材料、継手構造等を採用し、耐震性の向上を図

る。また、導管網のブロック化、緊急遮断装置、放散設備、無線設備等を整備し、二次
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 ≪都教育庁≫ 
 ○ 避難所に指定されている都立学校の校長は、「学校危機管理マニュアル」に基づき、区

市町村職員との役割分担について協議の上、教職員の役割分担、初動体制等の計画を策

定する。 
 ≪東京消防庁≫ 

 ○ 避難所の防火安全対策を策定し、区市町村に対し、「避難所管理運営マニュアル」に反

映するよう働き掛ける。 
 ○ 避難所運営組織の中で、防火担当責任者を指定するように、区市町村に働きかける。 
 ○ 区市町村の地域防災計画に指定されていない避難所の防火安全対策を策定し、区市町

村等の避難所運営を支援する。 
 ≪区市町村≫ 

 ○ 避難所の管理運営が混乱なく円滑に行われるよう、「避難所管理運営の指針（区市町村

向け）」及び「避難所の防火安全対策」に基づき、事前に「避難所管理運営マニュアル」

を作成する。 
 ○ 避難所における貯水槽、井戸、仮設トイレ、マット、非常用電源、衛星携帯電話等の

通信機器等のほか、空調、洋式トイレなど高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等の災害時

要援護者にも配慮した避難の実施に必要な施設・設備の整備に努める。さらに、テレビ、

ラジオ、インターネット、公衆電話等被災者による情報の入手に資する機器の整備を図

るものとする。 
 ○ 避難所の運営において、管理責任者に女性を配置するなど女性の参画を推進するとと

もに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等に配慮する。特に、女性専用の物干し場、

更衣室、授乳室の設置や生理用品、女性用下着の女性による配布、避難所における安全

性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所の運営に努める。 
 ○ 地域内の公立小中学校等を避難所として指定したときは、食料の備蓄や必要な資器材、

台帳等を整備するなど、避難所機能の強化を図る。 
 ○ 都に人的あるいは物資の支援を要請する際に、より具体的な内容を伝達できるよう、

体制整備を図る。 
 ○ 避難所においてボランティアを円滑に受け入れられるよう、体制整備を図る。（第２部

第２章「ボランティア活動との連携」P  参照） 

 ○ 避難所運営組織の中に衛生管理担当を設置するなど、避難所の衛生管理対策を促進す

る。 
 ○ 避難所運営組織の中で、防火担当責任者を指定するなど、避難所の防火安全対策を促

進する。 
 ○ 都、都獣医師会等と連携し、飼養動物の同行避難の体制づくりを進めるとともに、都、

関係団体が行う動物救護活動への協力体制を整備する。 
 ○ 仮設トイレ等の設置体制・維持管理方法等に関するマニュアルを作成する。 
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都 福 祉 保 健 局

○ 避難所管理運営指針の改訂や区市町村の避難所運営体制

整備の支援 

○ 避難所の衛生管理対策の推進 

○ 飼養動物の同行避難等に関する区市町村の受入体制等の

整備支援 

○ 区市町村、関係団体と協力した動物救護体制の整備 

○ 福祉関係団体の協力によるボランティア派遣体制の確保

都 教 育 庁
○ 避難所に指定されている都立学校における避難所の支援

に関する運営計画を策定 

東 京 消 防 庁
○ 避難所の防火安全対策の策定等による区市町村の避難所

運営支援 

区 市 町 村

○ 「避難所管理運営マニュアル」作成 

○ 公立小中学校等を避難所として指定した場合の、食料備

蓄や必要な資器材、台帳等の整備 

○ 避難所の衛生管理対策の促進 

○ 飼養動物の同行避難の体制整備 

○ 都、関係団体等と協力した動物救護体制の整備 

○  仮設トイレ等に関するマニュアル作成 

 

（２）詳細な取組内容 

  ≪都福祉保健局≫ 
 ○ 「避難所管理運営の指針(区市町村向け)」、「災害時要援護者防災行動マニュアルへの

指針」を改訂し、区市町村における「避難所管理運営マニュアル」の作成・改訂を働き

かけるなど、区市町村における取組を支援する。なお、指針の改訂に当たっては、女性

の参画を推進するとともに、災害時要援護者の視点等を踏まえて対応する。 

 ○ 区市町村から収集する避難所・二次避難所設置の情報については、関係部署において

情報の共有化を図る。 

 ○ 区市町村の要請に応じ福祉関連のボランティアを避難所に派遣できるよう、福祉関係

団体等と調整を行う。 

 ○ 避難所管理運営者と公衆衛生専門職種との役割分担を改めて検討する。 

 ○ 避難所運営組織の中に衛生管理担当を設置することなどを区市町村に働きかける。 

 ○ トイレの不足等による衛生環境の悪化を防ぐ観点から、避難所などのトイレ機能を確

保する取組を進める。  
 ○ 被災動物の救護活動について、区市町村や都獣医師会をはじめとした関係各団体等と

の連携を強化し、避難所等での動物の受入体制の整備や動物収容施設の確保を含めた動

物救護体制を検討していく。 
 ○ 避難所等から動物保護施設への負傷した動物等の受入等に関する仕組みを整備してい

く。 
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 ≪都教育庁≫ 
 ○ 避難所に指定されている都立学校の校長は、「学校危機管理マニュアル」に基づき、区

市町村職員との役割分担について協議の上、教職員の役割分担、初動体制等の計画を策

定する。 
 ≪東京消防庁≫ 

 ○ 避難所の防火安全対策を策定し、区市町村に対し、「避難所管理運営マニュアル」に反

映するよう働き掛ける。 
 ○ 避難所運営組織の中で、防火担当責任者を指定するように、区市町村に働きかける。 
 ○ 区市町村の地域防災計画に指定されていない避難所の防火安全対策を策定し、区市町

村等の避難所運営を支援する。 
 ≪区市町村≫ 

 ○ 避難所の管理運営が混乱なく円滑に行われるよう、「避難所管理運営の指針（区市町村

向け）」及び「避難所の防火安全対策」に基づき、事前に「避難所管理運営マニュアル」

を作成する。 
 ○ 避難所における貯水槽、井戸、仮設トイレ、マット、非常用電源、衛星携帯電話等の

通信機器等のほか、空調、洋式トイレなど高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等の災害時

要援護者にも配慮した避難の実施に必要な施設・設備の整備に努める。さらに、テレビ、

ラジオ、インターネット、公衆電話等被災者による情報の入手に資する機器の整備を図

るものとする。 
 ○ 避難所の運営において、管理責任者に女性を配置するなど女性の参画を推進するとと

もに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等に配慮する。特に、女性専用の物干し場、

更衣室、授乳室の設置や生理用品、女性用下着の女性による配布、避難所における安全

性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所の運営に努める。 
 ○ 地域内の公立小中学校等を避難所として指定したときは、食料の備蓄や必要な資器材、

台帳等を整備するなど、避難所機能の強化を図る。 
 ○ 都に人的あるいは物資の支援を要請する際に、より具体的な内容を伝達できるよう、

体制整備を図る。 
 ○ 避難所においてボランティアを円滑に受け入れられるよう、体制整備を図る。（第２部

第２章「ボランティア活動との連携」P  参照） 

 ○ 避難所運営組織の中に衛生管理担当を設置するなど、避難所の衛生管理対策を促進す

る。 
 ○ 避難所運営組織の中で、防火担当責任者を指定するなど、避難所の防火安全対策を促

進する。 
 ○ 都、都獣医師会等と連携し、飼養動物の同行避難の体制づくりを進めるとともに、都、

関係団体が行う動物救護活動への協力体制を整備する。 
 ○ 仮設トイレ等の設置体制・維持管理方法等に関するマニュアルを作成する。 
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都 福 祉 保 健 局

○ 避難所管理運営指針の改訂や区市町村の避難所運営体制

整備の支援 

○ 避難所の衛生管理対策の推進 

○ 飼養動物の同行避難等に関する区市町村の受入体制等の

整備支援 

○ 区市町村、関係団体と協力した動物救護体制の整備 

○ 福祉関係団体の協力によるボランティア派遣体制の確保

都 教 育 庁
○ 避難所に指定されている都立学校における避難所の支援

に関する運営計画を策定 

東 京 消 防 庁
○ 避難所の防火安全対策の策定等による区市町村の避難所

運営支援 

区 市 町 村

○ 「避難所管理運営マニュアル」作成 

○ 公立小中学校等を避難所として指定した場合の、食料備

蓄や必要な資器材、台帳等の整備 

○ 避難所の衛生管理対策の促進 

○ 飼養動物の同行避難の体制整備 

○ 都、関係団体等と協力した動物救護体制の整備 

○  仮設トイレ等に関するマニュアル作成 

 

（２）詳細な取組内容 

  ≪都福祉保健局≫ 
 ○ 「避難所管理運営の指針(区市町村向け)」、「災害時要援護者防災行動マニュアルへの

指針」を改訂し、区市町村における「避難所管理運営マニュアル」の作成・改訂を働き

かけるなど、区市町村における取組を支援する。なお、指針の改訂に当たっては、女性

の参画を推進するとともに、災害時要援護者の視点等を踏まえて対応する。 

 ○ 区市町村から収集する避難所・二次避難所設置の情報については、関係部署において

情報の共有化を図る。 

 ○ 区市町村の要請に応じ福祉関連のボランティアを避難所に派遣できるよう、福祉関係

団体等と調整を行う。 

 ○ 避難所管理運営者と公衆衛生専門職種との役割分担を改めて検討する。 

 ○ 避難所運営組織の中に衛生管理担当を設置することなどを区市町村に働きかける。 

 ○ トイレの不足等による衛生環境の悪化を防ぐ観点から、避難所などのトイレ機能を確

保する取組を進める。  
 ○ 被災動物の救護活動について、区市町村や都獣医師会をはじめとした関係各団体等と

の連携を強化し、避難所等での動物の受入体制の整備や動物収容施設の確保を含めた動

物救護体制を検討していく。 
 ○ 避難所等から動物保護施設への負傷した動物等の受入等に関する仕組みを整備してい

く。 
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（２）業務手順 

【避難勧告・避難指示】 

 

【避難誘導】 

 

住 民 

 

区市町村 

 

都 

避難勧告・指示 

の伝達 
 

地元警察署 

地元消防署 

協
力 

災害時 

要援護者 避難誘導 

要請 

支援 

 

 

 

 

 

 

 

住 民 

区 

市 

町 

村 

避難準備 

（災害時要援護者の避難行動に時間を

要する者が避難行動を開始しなければ

ならない段階） 

避難勧告 

通常の避難行動ができる者が避難行動

を開始しなければならない段階 

避難指示 

人的被害の発生する危険性が非常に高

いと判断された状況 

災害時 

要援護者 

    

都 報告 
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１ 避難誘導 ４ ボランティアの受入  

２ 避難所の開設・運営 

３ 動物救護 

５ 被災者の他地区への移送 

 

 

１ 避難誘導 

  ここでは、震災時における避難誘導の流れについて記載する。津波時の避難は、

第５章「津波等対策」（P  ）、洪水時の避難は、東京都地域防災計画（風水害編）

（P  ）に記載する。 

（１）対策内容と役割分担 

機 関 名 対 策 内 容 

都 本 部

○ 災害対策基本法に規定する知事の役割 

（応急措置、市町村の代行（避難指示、応急措置）） 

○ 区市町村からの要請に関する都関係各局との連絡調整 

都 関 係 各 局 ○ 区市町村からの要請対応 

都 福 祉 保 健 局
○ 災害時要援護者に関する区市町村及び近隣県市等との連

絡調整 

都 建 設 局
○ 地すべり等防止法に基づく避難指示 

○ 水防法に基づく避難指示 

警 視 庁

○ （区市町村長が避難指示できない場合）警察官による避

難指示 

○ 住民の避難誘導 

東 京 消 防 庁

○ 災害の進展等により、住民を避難させる必要がある場合

の区市町村への通報 

○ 人命危険が著しく切迫し、通報するいとまのない場合の

関係機関と連携した避難勧告又は指示及び区市町村へのそ

の内容の通報 

○ 被災状況を勘案し、最も安全と思われる方向等を区市町

村、関係機関に通報 

○ 避難勧告又は指示の伝達 

区 市 町 村

○ 避難勧告・避難指示 

○ 避難誘導 

○ 災害時要援護者に関する情報収集、安否確認 

○ 避難場所におけるトイレ機能の確保 

○ 水防法に基づく避難指示 
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（２）業務手順 

【避難勧告・避難指示】 

 

【避難誘導】 

 

住 民 

 

区市町村 

 

都 

避難勧告・指示 

の伝達 
 

地元警察署 

地元消防署 

協
力 

災害時 

要援護者 避難誘導 

要請 

支援 

 

 

 

 

 

 

 

住 民 

区 

市 

町 

村 

避難準備 

（災害時要援護者の避難行動に時間を

要する者が避難行動を開始しなければ

ならない段階） 

避難勧告 

通常の避難行動ができる者が避難行動

を開始しなければならない段階 

避難指示 

人的被害の発生する危険性が非常に高

いと判断された状況 

災害時 

要援護者 

    

都 報告 
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１ 避難誘導 ４ ボランティアの受入  

２ 避難所の開設・運営 

３ 動物救護 

５ 被災者の他地区への移送 

 

 

１ 避難誘導 

  ここでは、震災時における避難誘導の流れについて記載する。津波時の避難は、

第５章「津波等対策」（P  ）、洪水時の避難は、東京都地域防災計画（風水害編）

（P  ）に記載する。 

（１）対策内容と役割分担 

機 関 名 対 策 内 容 

都 本 部

○ 災害対策基本法に規定する知事の役割 

（応急措置、市町村の代行（避難指示、応急措置）） 

○ 区市町村からの要請に関する都関係各局との連絡調整 

都 関 係 各 局 ○ 区市町村からの要請対応 

都 福 祉 保 健 局
○ 災害時要援護者に関する区市町村及び近隣県市等との連

絡調整 

都 建 設 局
○ 地すべり等防止法に基づく避難指示 

○ 水防法に基づく避難指示 

警 視 庁

○ （区市町村長が避難指示できない場合）警察官による避

難指示 

○ 住民の避難誘導 

東 京 消 防 庁

○ 災害の進展等により、住民を避難させる必要がある場合

の区市町村への通報 

○ 人命危険が著しく切迫し、通報するいとまのない場合の

関係機関と連携した避難勧告又は指示及び区市町村へのそ

の内容の通報 

○ 被災状況を勘案し、最も安全と思われる方向等を区市町

村、関係機関に通報 

○ 避難勧告又は指示の伝達 

区 市 町 村

○ 避難勧告・避難指示 

○ 避難誘導 

○ 災害時要援護者に関する情報収集、安否確認 

○ 避難場所におけるトイレ機能の確保 

○ 水防法に基づく避難指示 
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○ 避難誘導に当たっては、現場での個別広報のほか、ヘリコプターによる上空からの広

報活動を行う。 
○ 火災等の規模や態様等により、できる限り必要な部隊を配置する。 
○ 区市町村長が避難の指示をすることができないと認めるとき、又は区市町村長から要

請があった場合は、警察官が居住者等に避難の指示を行う。この場合、直ちに関係区市

町村長に対し、避難の指示を行った日時、対象区域、避難誘導方向及び避難先等を通知

する。 
○ 避難の指示に従わない者に対しては、極力説得して任意で避難させるものとするが、

説得に従わないときは、警察官の判断により警察官職務執行法に基づく措置をとる。 
○ 避難場所では、所要の警戒員を配置し、関係防災機関と緊密に連絡を取り、被害情報

の収集並びに広報活動、行方不明者等の把握及び危険と認めた場合の再避難の措置等を

講じ、避難場所の秩序維持に努める。 
≪東京消防庁≫ 

○ 災害の進展等により、住民を避難させる必要がある場合の区市町村への通報 
○ 人命危険が著しく切迫し、通報するいとまのない場合の関係機関と連携した避難勧告

又は指示及び区市町村へのその内容の通報 
○ 避難の勧告又は指示がなされた場合には、災害の規模、道路橋梁の状況、火災拡大の

経路及び消防部隊の運用等を勘案し、最も安全と思われる方向等を区市町村、関係機関

に通報する。 
○ 避難勧告又は指示がなされた場合は、災害状況及び消防力の余力に応じ、広報車やヘ

リコプターの活用等により避難勧告又は指示の伝達を行う。 
○ 避難勧告又は指示が出された時点以降の消火活動は、避難場所、避難道路の安全確保

に努める。 
≪都関係各局≫ 

（水防法に基づく避難指示） 

○ 水防法第 29 条に基づき、都知事、その命を受けた都職員は津波等によって氾濫によ

る著しい危険が切迫していると認められる場合、避難の指示をする。 

（地すべり等防止法に基づく避難指示） 

○ 地すべり等防止法（昭和 33 年法律第 30 号）第 25 条に基づき、都知事又はその命を

受けた都職員は、地すべりにより著しい危険が切迫していると認められるときは、必要

と認める区域内の居住者に対し避難のために立ち退くべきことを指示する。この場合に

おいては、直ちに、当該区域を管轄する警察署長にその旨を通知する。 
 

【避難場所の考え方】 
○ 避難場所への避難は、区部全域の人々の一斉避難を想定した地区割当計画に基づき、区長

の指示などによる自由避難(任意の経路を利用して避難すること)とする。 

○ 避難場所は、地区割当計画の避難計画人口に対して、避難場所内の建物などを除き、震災

時に拡大する火災によるふく射熱の影響を考慮して算定した利用可能な避難空間を、原則と

して１人当たり１㎡確保する。 
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（３）詳細な取組内容 

≪区市町村≫ 
（避難勧告等） 

○ 人の生命身体を保護するため必要があると認めるとき、区市町村長は警戒区域を設定

し、当該区域への立ち入りを制限若しくは禁止し、又は退去を命ずる。 

○ 区域内において危険が切迫した場合には、区市町村長は地元警察署長及び消防署長に

連絡の上、要避難地域及び避難先を定めて避難を勧告または指示するとともに、速やか

に都本部に報告する。 

（避難誘導） 

○ 避難の勧告または指示が出された場合、地元警察署及び消防署の協力を得て、地域ま

たは町会(自治会)、事業所単位に集団の形成を図るため、一時集合場所に避難者を集合

させたのち、防災市民組織の班長や事業所の管理者等のリーダーを中心に集団を編成し、

あらかじめ指定してある避難場所等に誘導する。（２段階避難方式） 

○ 避難の勧告や指示を行ういとまがない場合または地域の実情や災害の状況により、必

要な場合は、避難場所への直接避難も行う。 

○ 震災時における避難場所の運用は、原則として避難場所所在の区市町村が行う。ただ

し、区部においては所在区のみの対応が困難な場合は都が補完する。 

○ 高齢者や障害者等の災害時要援護者を、地域住民，自主防災組織等の協力を得ながら

適切に避難誘導し、安否確認を行う。 

○ 区市町村は、以下のとおり避難場所におけるトイレ機能の確保に努める。 

・ 防災用井戸、雨水貯留槽等によって生活用水を確保し、水洗機能の回復を図る。 

・ 水洗トイレが不足する場合は、仮設トイレ等を確保し、対応する。 

・ 避難場所等において、非常用便槽等を活用できる施設がある場合は、区市町村が組

立てトイレ等を備蓄により確保する。 

（水防法に基づく避難指示） 

○ 水防法第 29 条に基づき、水防管理者として津波等によって氾濫による著しい危険が

切迫していると認められる場合、避難の指示をする。水防管理者が指示をする場合にお

いては、当該区域を管轄する警察署長にその旨を通知しなければならない。 
  ≪都本部≫ 

○ 区市町村から避難場所の運用に必要な措置の要請があった場合、直ちに都関係各局又

は関係機関等へ指令を発し、速やかに要請事項を実施する。 
≪都福祉保健局≫ 

○ 区市町村における災害時要援護者対策班の活動状況の把握や区市町村への支援を行

うため、「災害時要援護者対策総括部」を設置し、区市町村の災害時要援護者対策担当

部門及び近隣県市等と連絡調整を図る。 
≪警視庁≫ 

○ 一時集合場所に集合した地域住民、事業所従業員等で、町会等の役員及び 
 事業所の責任者等のリーダーを中心にした集団単位で、指定された避難場所に避難させ

る。この場合、災害時要援護者は優先して避難させる。 
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○ 避難誘導に当たっては、現場での個別広報のほか、ヘリコプターによる上空からの広

報活動を行う。 
○ 火災等の規模や態様等により、できる限り必要な部隊を配置する。 
○ 区市町村長が避難の指示をすることができないと認めるとき、又は区市町村長から要

請があった場合は、警察官が居住者等に避難の指示を行う。この場合、直ちに関係区市

町村長に対し、避難の指示を行った日時、対象区域、避難誘導方向及び避難先等を通知

する。 
○ 避難の指示に従わない者に対しては、極力説得して任意で避難させるものとするが、

説得に従わないときは、警察官の判断により警察官職務執行法に基づく措置をとる。 
○ 避難場所では、所要の警戒員を配置し、関係防災機関と緊密に連絡を取り、被害情報

の収集並びに広報活動、行方不明者等の把握及び危険と認めた場合の再避難の措置等を

講じ、避難場所の秩序維持に努める。 
≪東京消防庁≫ 

○ 災害の進展等により、住民を避難させる必要がある場合の区市町村への通報 
○ 人命危険が著しく切迫し、通報するいとまのない場合の関係機関と連携した避難勧告

又は指示及び区市町村へのその内容の通報 
○ 避難の勧告又は指示がなされた場合には、災害の規模、道路橋梁の状況、火災拡大の

経路及び消防部隊の運用等を勘案し、最も安全と思われる方向等を区市町村、関係機関

に通報する。 
○ 避難勧告又は指示がなされた場合は、災害状況及び消防力の余力に応じ、広報車やヘ

リコプターの活用等により避難勧告又は指示の伝達を行う。 
○ 避難勧告又は指示が出された時点以降の消火活動は、避難場所、避難道路の安全確保

に努める。 
≪都関係各局≫ 

（水防法に基づく避難指示） 

○ 水防法第 29 条に基づき、都知事、その命を受けた都職員は津波等によって氾濫によ

る著しい危険が切迫していると認められる場合、避難の指示をする。 

（地すべり等防止法に基づく避難指示） 

○ 地すべり等防止法（昭和 33 年法律第 30 号）第 25 条に基づき、都知事又はその命を

受けた都職員は、地すべりにより著しい危険が切迫していると認められるときは、必要

と認める区域内の居住者に対し避難のために立ち退くべきことを指示する。この場合に

おいては、直ちに、当該区域を管轄する警察署長にその旨を通知する。 
 

【避難場所の考え方】 
○ 避難場所への避難は、区部全域の人々の一斉避難を想定した地区割当計画に基づき、区長

の指示などによる自由避難(任意の経路を利用して避難すること)とする。 

○ 避難場所は、地区割当計画の避難計画人口に対して、避難場所内の建物などを除き、震災

時に拡大する火災によるふく射熱の影響を考慮して算定した利用可能な避難空間を、原則と

して１人当たり１㎡確保する。 
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（３）詳細な取組内容 

≪区市町村≫ 
（避難勧告等） 

○ 人の生命身体を保護するため必要があると認めるとき、区市町村長は警戒区域を設定

し、当該区域への立ち入りを制限若しくは禁止し、又は退去を命ずる。 

○ 区域内において危険が切迫した場合には、区市町村長は地元警察署長及び消防署長に

連絡の上、要避難地域及び避難先を定めて避難を勧告または指示するとともに、速やか

に都本部に報告する。 

（避難誘導） 

○ 避難の勧告または指示が出された場合、地元警察署及び消防署の協力を得て、地域ま

たは町会(自治会)、事業所単位に集団の形成を図るため、一時集合場所に避難者を集合

させたのち、防災市民組織の班長や事業所の管理者等のリーダーを中心に集団を編成し、

あらかじめ指定してある避難場所等に誘導する。（２段階避難方式） 

○ 避難の勧告や指示を行ういとまがない場合または地域の実情や災害の状況により、必

要な場合は、避難場所への直接避難も行う。 

○ 震災時における避難場所の運用は、原則として避難場所所在の区市町村が行う。ただ

し、区部においては所在区のみの対応が困難な場合は都が補完する。 

○ 高齢者や障害者等の災害時要援護者を、地域住民，自主防災組織等の協力を得ながら

適切に避難誘導し、安否確認を行う。 

○ 区市町村は、以下のとおり避難場所におけるトイレ機能の確保に努める。 

・ 防災用井戸、雨水貯留槽等によって生活用水を確保し、水洗機能の回復を図る。 

・ 水洗トイレが不足する場合は、仮設トイレ等を確保し、対応する。 

・ 避難場所等において、非常用便槽等を活用できる施設がある場合は、区市町村が組

立てトイレ等を備蓄により確保する。 

（水防法に基づく避難指示） 

○ 水防法第 29 条に基づき、水防管理者として津波等によって氾濫による著しい危険が

切迫していると認められる場合、避難の指示をする。水防管理者が指示をする場合にお

いては、当該区域を管轄する警察署長にその旨を通知しなければならない。 
  ≪都本部≫ 

○ 区市町村から避難場所の運用に必要な措置の要請があった場合、直ちに都関係各局又

は関係機関等へ指令を発し、速やかに要請事項を実施する。 
≪都福祉保健局≫ 

○ 区市町村における災害時要援護者対策班の活動状況の把握や区市町村への支援を行

うため、「災害時要援護者対策総括部」を設置し、区市町村の災害時要援護者対策担当

部門及び近隣県市等と連絡調整を図る。 
≪警視庁≫ 

○ 一時集合場所に集合した地域住民、事業所従業員等で、町会等の役員及び 
 事業所の責任者等のリーダーを中心にした集団単位で、指定された避難場所に避難させ

る。この場合、災害時要援護者は優先して避難させる。 
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機 関 名 対 策 内 容 

区 市 町 村 

○ 避難所の開設 

○ 二次避難所（福祉避難所）の開設 

○ 避難所の運営等対策 

○ 避難所が不足する場合、野外に受入施設を開設 

○ 食料・生活必需品等の供給 

○ 被災した区市町村において、被災者に対する炊き出しその

他食品・生活必需品等の給与の実施が困難な場合は、炊き出

し等について都福祉保健局に応援を要請 

○ 避難住民に対する健康相談 

○ 「環境衛生指導班」（区、保健所設置市）による飲料水の安

全確保 

○ 「食品衛生指導班」（区、保健所設置市）による食品の 

安全確保 

○ 避難住民に対する食品の衛生的な取扱指導 

○ 避難所におけるトイレ機能の確保 

○ 公衆浴場の確保及び住民への情報提供 

○ 感染症予防についての避難住民への周知、患者発生時の感 

染拡大防止対策 

○ 避難所における防火安全性の確保 

 

（２）業務手順 

 
 

区市町村 

避難所開設 

福祉保健局 

開設状況 
把握 

教育庁 

避難所運営 
協力 

都 

避難所確保 
支援 

管理運営・

衛生管理対

策支援 

食料・生活必需品 
等の供給

第１０章 避難者対策 
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【避難勧告等一覧】 

 発令時の状況 住民に求める行動 

避 難 準 備 

(要援護者避

難情報) 

○ 災害時要援護者の避難行動に時間

を要する者が避難行動を開始しなけ

ればならない段階であり、人的被害

の発生する可能性が高まった状況 

○ 災害時要援護者の避難行動に時間

を要する者は計画された避難場所へ

の避難行動を開始(避難支援者は支

援行動を開始) 

○ 上記以外の者は、家族等との連絡、

非常用持出品の用意等、避難準備を

開始 

避 難 勧 告 

○ 通常の避難行動ができる者が避難

行動を開始しなければならない段階

であり、人的被害の発生する可能性

が明らかに高まった状況 

○ 通常の避難行動ができる者は、計

画された避難場所等への避難行動を

開始 

避 難 指 示 

○ 前兆現象の発生や現在の切迫した

状況から、人的被害の発生する危険

性が非常に高いと判断された状況 

○ 堤防の隣接地等、地域の特性等か

ら人的被害の発生する危険性が高い

と判断された状況 

○ 人的被害の発生した状況 

○ 避難勧告等の発令後で避難中の住

民は、確実な避難行動を直ちに完了 

○ 未だ避難していない対象住民は、

直ちに避難行動に移るとともに、そ

のいとまがない場合は生命を守る最

低限の行動 

 

２ 避難所の開設・管理運営 

（１）対策内容と役割分担 

機 関 名 対 策 内 容 

都 本 部 ○ 必要な避難所確保のための区市町村支援 

都 財 務 局 ○ 野外受入施設の開設に向けたテントの調達 

都 福 祉 保 健 局 

○ 避難所及び二次避難所（福祉避難所）開設状況の把握 

○ 避難所管理運営に関する支援 

○ 区市町村の避難住民に対する健康相談支援 

○ 野外受入施設設置に必要な資材に関する連絡調整 

○ 「環境衛生指導班」による飲料水の安全等環境衛生の確保 

○ 「食品衛生指導班」による食品の安全確保 

○ 避難住民に対する食品の衛生的な取扱指導 

○ 区市町村の衛生管理対策支援 

○ 食料・生活必需品等の配分について、都のみで困難な場合

は、日本赤十字社に対して日赤奉仕団や赤十字ボランティア

等の応援要請等の措置を講ずる。 

都 教 育 庁 ○ 都立学校に避難所を開設する場合の避難所運営協力の支援 
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機 関 名 対 策 内 容 

区 市 町 村 

○ 避難所の開設 

○ 二次避難所（福祉避難所）の開設 

○ 避難所の運営等対策 

○ 避難所が不足する場合、野外に受入施設を開設 

○ 食料・生活必需品等の供給 

○ 被災した区市町村において、被災者に対する炊き出しその

他食品・生活必需品等の給与の実施が困難な場合は、炊き出

し等について都福祉保健局に応援を要請 

○ 避難住民に対する健康相談 

○ 「環境衛生指導班」（区、保健所設置市）による飲料水の安

全確保 

○ 「食品衛生指導班」（区、保健所設置市）による食品の 

安全確保 

○ 避難住民に対する食品の衛生的な取扱指導 

○ 避難所におけるトイレ機能の確保 

○ 公衆浴場の確保及び住民への情報提供 

○ 感染症予防についての避難住民への周知、患者発生時の感 

染拡大防止対策 

○ 避難所における防火安全性の確保 

 

（２）業務手順 

 
 

区市町村 

避難所開設 

福祉保健局 

開設状況 
把握 

教育庁 

避難所運営 
協力 

都 

避難所確保 
支援 

管理運営・

衛生管理対

策支援 

食料・生活必需品 
等の供給
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【避難勧告等一覧】 

 発令時の状況 住民に求める行動 

避 難 準 備 

(要援護者避

難情報) 

○ 災害時要援護者の避難行動に時間

を要する者が避難行動を開始しなけ

ればならない段階であり、人的被害

の発生する可能性が高まった状況 

○ 災害時要援護者の避難行動に時間

を要する者は計画された避難場所へ

の避難行動を開始(避難支援者は支

援行動を開始) 

○ 上記以外の者は、家族等との連絡、

非常用持出品の用意等、避難準備を

開始 

避 難 勧 告 

○ 通常の避難行動ができる者が避難

行動を開始しなければならない段階

であり、人的被害の発生する可能性

が明らかに高まった状況 

○ 通常の避難行動ができる者は、計

画された避難場所等への避難行動を

開始 

避 難 指 示 

○ 前兆現象の発生や現在の切迫した

状況から、人的被害の発生する危険

性が非常に高いと判断された状況 

○ 堤防の隣接地等、地域の特性等か

ら人的被害の発生する危険性が高い

と判断された状況 

○ 人的被害の発生した状況 

○ 避難勧告等の発令後で避難中の住

民は、確実な避難行動を直ちに完了 

○ 未だ避難していない対象住民は、

直ちに避難行動に移るとともに、そ

のいとまがない場合は生命を守る最

低限の行動 

 

２ 避難所の開設・管理運営 

（１）対策内容と役割分担 

機 関 名 対 策 内 容 

都 本 部 ○ 必要な避難所確保のための区市町村支援 

都 財 務 局 ○ 野外受入施設の開設に向けたテントの調達 

都 福 祉 保 健 局 

○ 避難所及び二次避難所（福祉避難所）開設状況の把握 

○ 避難所管理運営に関する支援 

○ 区市町村の避難住民に対する健康相談支援 

○ 野外受入施設設置に必要な資材に関する連絡調整 

○ 「環境衛生指導班」による飲料水の安全等環境衛生の確保 

○ 「食品衛生指導班」による食品の安全確保 

○ 避難住民に対する食品の衛生的な取扱指導 

○ 区市町村の衛生管理対策支援 

○ 食料・生活必需品等の配分について、都のみで困難な場合

は、日本赤十字社に対して日赤奉仕団や赤十字ボランティア

等の応援要請等の措置を講ずる。 

都 教 育 庁 ○ 都立学校に避難所を開設する場合の避難所運営協力の支援 
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（食品の安全確保） 

○ 必要に応じて食品衛生指導班を編成し、食品の安全を確保する。 

○ 食品衛生指導班は、保健所長の指揮の下に、区市町村と連携して次の活動を行う。 

・ 炊飯所、弁当・給食調理場等の衛生確保

・ 食品集積所の衛生確保

・ 避難所の食品衛生指導

・ その他食品に起因する危害発生の防止

・ 食中毒発生時の対応

（衛生管理対策の支援） 

○ 避難所の過密状況や衛生状態等に関する情報を集約し、区市町村に提供することによ

り、避難所間及び各区市町村間の適切な受入体制等が確保できるよう支援する。

○ 都は、避難所内外におけるごみ保管場所等の適正管理、飲用水の衛生及び衛生的な室

内環境の保持等に関する具体的な方法や衛生管理体制についての助言・指導を区市町村

に対して行う。 

≪都教育庁≫ 

○ 避難所となる都立学校は、「学校危機管理マニュアル」及びあらかじめ定める避難所

の支援に関する運営計画に基づき、区市町村による避難所の開設・管理運営に協力する。

○ 都立学校について、区市町村から臨時の避難所開設の依頼があった場合は、当該区市

町村と連絡をとり、開設・管理運営に協力する。 

≪区市町村≫ 

（開設・報告）

○ 被災者の受入れは、可能な限り町会又は自治会単位に被災者の集団を編成し、防災市

民組織等と連携して班を編成した上で、受け入れる。 

○ 避難所を開設した場合は、管理責任者を置く。 

○ 管理責任者は、管理運営に際して、女性や災害時要援護者の視点に配慮する。 

○ 避難所は、設置者である区市町村が学校以外にも多様な手段で確保に努める。

○ 避難所の開設期間は災害発生の日から７日以内とする。ただし、状況により期間を延

長する必要がある場合には、知事の事前承認(厚生労働大臣の承認を含む。)を受ける。 

○ 高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等災害時要援護者に配慮して、被災地以外の地域に

あるものを含め、民間賃貸住宅、旅館・ホテル等を避難所として借り上げる等、多様な

避難所の確保に努めるものとする。

○ 避難所に避難した被災者に対し、正確かつ迅速な情報提供を行うため、テレビ・ラジ

オ等の設置、臨時広報誌の発行、インターネット、FAX 等の整備を行う。被災者の特性

に応じた情報提供手段をとるものとする。 

○ 避難場所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶によ

る孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に避難所を設置・維持することの適否を検

討するものとする。

○ 区市町村災害ボランティアセンター等を通じて、避難所で活動するボランティアを派

遣する。

第１０章 避難者対策 
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（３）詳細な取組内容 

≪都本部≫ 

○ 避難所については、設置者である区市町村が学校以外にも多様な手段で確保に努める

とともに、都としても避難所確保のための支援策を実施する。 

≪都財務局≫ 

○ 都福祉保健局から野外受入施設の開設に必要な資材の調達依頼があったときは、直ち

に緊急調達の手配を行う。 

○ 調達する資材は、その緊急性に鑑み短期日に設置可能なテントとする。 

≪都福祉保健局≫ 

（開設状況の把握） 

○ 区市町村からの東京都災害情報システム (DIS)への入力等による報告に基づき、避難

所の開設状況を把握する。 

○ 区市町村から開設状況を把握する際には、避難所における高齢者や障害者、乳幼児の

人数等、その後の支援に資するための情報を把握する。 
○ 避難者及び避難所で生活せず食事のみ受け取りに来ている被災者等に係る情報につ

いて区市町村から報告を受け、国等へ報告を行う。 
（二次避難所（福祉避難所）） 

○ 区市町村の報告に基づき、二次避難所 (福祉避難所)の所在地等について把握する。 

○ 開設済み二次避難所 (福祉避難所)について、区市町村に対し、定期的に受入可能人

数を確認する。 

○ 都立施設について、状況に応じ、地域の二次避難所 (福祉避難所)としての役割を果

たせるように連絡調整する。 

（野外受入施設） 

○ 区市町村から野外受入施設の設置に必要な資材の調達依頼があったときは、所要量を

都財務局に調達依頼する。 
（健康相談支援） 

○ 区市町村における避難者の健康相談が円滑に行なわれるよう支援する。 
（飲料水の安全等環境衛生の確保） 

○ 「環境衛生指導班」を編成し、避難所における飲み水の安全確保や避難所の環境整備

に対応する。また、水の消毒薬や消毒効果を確認するための器材を備蓄し、区市町村か

らの要請に応じて消毒薬の配布を行うとともに、室内環境を調査するための測定器を保

健所に配備する。 
○ 環境衛生指導班は、以下の活動を行う。 

・ 飲用水が塩素で消毒されているかの確認 
・ 都民への消毒薬・簡易残留塩素検出紙の配布 
・ 都民への消毒の実施方法及び残留塩素の確認方法の指導 
・ 避難所の過密状況や衛生状態を調査・確認 
・ 室内環境の保持や寝具類の衛生確保のための助言・指導 
・ トイレ・ごみ保管場所の適正管理、ハエや蚊の防除方法についての助言・指導 
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（食品の安全確保） 
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○ 避難者及び避難所で生活せず食事のみ受け取りに来ている被災者等に係る情報につ

いて区市町村から報告を受け、国等へ報告を行う。 
（二次避難所（福祉避難所）） 

○ 区市町村の報告に基づき、二次避難所 (福祉避難所)の所在地等について把握する。 

○ 開設済み二次避難所 (福祉避難所)について、区市町村に対し、定期的に受入可能人

数を確認する。 

○ 都立施設について、状況に応じ、地域の二次避難所 (福祉避難所)としての役割を果

たせるように連絡調整する。 

（野外受入施設） 

○ 区市町村から野外受入施設の設置に必要な資材の調達依頼があったときは、所要量を

都財務局に調達依頼する。 
（健康相談支援） 

○ 区市町村における避難者の健康相談が円滑に行なわれるよう支援する。 
（飲料水の安全等環境衛生の確保） 

○ 「環境衛生指導班」を編成し、避難所における飲み水の安全確保や避難所の環境整備

に対応する。また、水の消毒薬や消毒効果を確認するための器材を備蓄し、区市町村か

らの要請に応じて消毒薬の配布を行うとともに、室内環境を調査するための測定器を保

健所に配備する。 
○ 環境衛生指導班は、以下の活動を行う。 

・ 飲用水が塩素で消毒されているかの確認 
・ 都民への消毒薬・簡易残留塩素検出紙の配布 
・ 都民への消毒の実施方法及び残留塩素の確認方法の指導 
・ 避難所の過密状況や衛生状態を調査・確認 
・ 室内環境の保持や寝具類の衛生確保のための助言・指導 
・ トイレ・ごみ保管場所の適正管理、ハエや蚊の防除方法についての助言・指導 
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【避難所における物資供給のスキーム】 

 

（飲料水の安全確保） 

○ 区市町村は、避難所での飲料水の安全を確保するため、必要に応じて飲用に供する水

の消毒を行う。区及び保健所設置市は、必要に応じて環境衛生指導班を編成し、それ以

後の消毒について、消毒の確認を行うとともに、住民が自主的に消毒を行えるように消

毒薬を配布し、消毒方法及び消毒の確認方法を住民に指導する。また、市町村（保健所

設置市を除く。）は、都が編成する「環境衛生指導班」の協力を得て、消毒の確認を行う

とともに、住民が自主的に消毒を行えるように消毒薬を配布し、消毒方法及び消毒の確

認方法を住民に指導する。 

（食品の安全確保） 

○ 区及び保健所設置市は、必要に応じて食品衛生指導班を編成し、食品の安全を確保す

る。 

○ 都及び区市町村は連携し、避難住民に対する食品の衛生的な取扱いの指導等を行う。 

・ 避難所における食品取扱管理者の設置促進等、食品衛生管理体制の確立

・ 食品の衛生確保、日付管理等の徹底

・ 手洗いの励行

・ 調理器具の洗浄殺菌と使い分けの徹底

・ 残飯、廃棄物等の適正処理の徹底

・ 情報提供

・ 殺菌、消毒剤の調整

（トイレ機能の確保） 

○ 被災後、断水した場合には、学校のプール、防災用井戸等で確保した水を使用し、機

備蓄の開放、

調達（協定事業者等）

区市町村による備蓄の開放、炊き出しの準備

避難状況による判断

配布基準等により食料等を給与

災害救助法適用

協定事業者等

連携

情報の収集

都

被害状況等から必要と

認めたとき備蓄を開放

報
告

備蓄及び現地調達

で対応可能と判断 要
請

備蓄が不足、現地調達

ができないと判断

支
援物資の受入、仕分け

物資受入拠点の確認

区市町村 都発

災

直

後
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○ 災害の規模、被災者の避難及び収容状況、避難の長期化等に鑑み、必要に応じて、旅

館やホテル等への移動を避難者に促す。

○ 避難所を開設したときは、開設日時、場所、避難者数及び開設予定期間等を速やかに、

都福祉保健局及び地元警察署、消防署等関係機関に報告する。 

○ 都福祉保健局への報告は、原則として東京都災害情報システム (DIS)への入力等によ

り行う。なお、個別の連絡調整については、東京都防災行政無線で行う。 

   ○ 二次避難所 (福祉避難所)を開設したときは、開設日時、場所、避難者数（介護等に特

段の配慮を要する避難者の数とその状況を含む。）、開設予定期間、避難所周辺の状況等

を、速やかに所定の様式により、都福祉保健局及び地元警察署、消防署等関係機関に連

絡する。

○ 避難所ごとにそこに収容されている避難者に係る情報の早期把握及び避難所で生活せ

ず食事のみ受け取りに来ている被災者等に係る情報の把握に努め、必要な措置について

配慮するとともに、都等へ報告を行う。

（野外受入施設） 

○ 避難所が不足する場合には、一時的に被災者を受け入れるため、野外に受入施設を開

設する。 

○ 野外に受入施設を開設した場合の都福祉保健局及び関係機関への連絡並びに管理責

任者の設置については、避難所の開設と同様とする。 

○ 野外受入施設の開設に必要な資材が不足するときは、都福祉保健局に調達を依頼する。 

○ 野外受入施設の開設期間は、避難所が開設されるまでの間または応急仮設住宅が建設

されるまでの間とする。

（食料・生活必需品等の供給・貸与） 

○ 被災者に対する食料・生活必需品等の供給・貸与は、区市町村が開設する 

避難所等において、災害救助法に定める基準に従って行う。 

○ 炊き出し等の体制が整うまでの間は、都及び区市町村の備蓄または調達する食料等を

支給する。 

○ 被災者に対する炊き出しその他による食品給与の配布基準は、原則として、災害救助

法施行細則に定めるところによる。 

○ ただし、この基準により難い事情がある場合(期間の延長、特別基準の設定)は、避難

所開設期間延長の承認申請と同様に、別途、知事の事前承認(厚生労働大臣の承認を含

む。)を得て、定める。 

 （第２部第１１章「物流・備蓄対策の推進」P  参照） 
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【避難所における物資供給のスキーム】 

 

（飲料水の安全確保） 

○ 区市町村は、避難所での飲料水の安全を確保するため、必要に応じて飲用に供する水
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とともに、住民が自主的に消毒を行えるように消毒薬を配布し、消毒方法及び消毒の確

認方法を住民に指導する。 

（食品の安全確保） 

○ 区及び保健所設置市は、必要に応じて食品衛生指導班を編成し、食品の安全を確保す

る。 

○ 都及び区市町村は連携し、避難住民に対する食品の衛生的な取扱いの指導等を行う。 

・ 避難所における食品取扱管理者の設置促進等、食品衛生管理体制の確立

・ 食品の衛生確保、日付管理等の徹底

・ 手洗いの励行

・ 調理器具の洗浄殺菌と使い分けの徹底

・ 残飯、廃棄物等の適正処理の徹底

・ 情報提供
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（トイレ機能の確保） 

○ 被災後、断水した場合には、学校のプール、防災用井戸等で確保した水を使用し、機
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○ 災害の規模、被災者の避難及び収容状況、避難の長期化等に鑑み、必要に応じて、旅

館やホテル等への移動を避難者に促す。

○ 避難所を開設したときは、開設日時、場所、避難者数及び開設予定期間等を速やかに、

都福祉保健局及び地元警察署、消防署等関係機関に報告する。 

○ 都福祉保健局への報告は、原則として東京都災害情報システム (DIS)への入力等によ

り行う。なお、個別の連絡調整については、東京都防災行政無線で行う。 

   ○ 二次避難所 (福祉避難所)を開設したときは、開設日時、場所、避難者数（介護等に特

段の配慮を要する避難者の数とその状況を含む。）、開設予定期間、避難所周辺の状況等

を、速やかに所定の様式により、都福祉保健局及び地元警察署、消防署等関係機関に連

絡する。

○ 避難所ごとにそこに収容されている避難者に係る情報の早期把握及び避難所で生活せ

ず食事のみ受け取りに来ている被災者等に係る情報の把握に努め、必要な措置について

配慮するとともに、都等へ報告を行う。

（野外受入施設） 

○ 避難所が不足する場合には、一時的に被災者を受け入れるため、野外に受入施設を開

設する。 

○ 野外に受入施設を開設した場合の都福祉保健局及び関係機関への連絡並びに管理責

任者の設置については、避難所の開設と同様とする。 

○ 野外受入施設の開設に必要な資材が不足するときは、都福祉保健局に調達を依頼する。 

○ 野外受入施設の開設期間は、避難所が開設されるまでの間または応急仮設住宅が建設

されるまでの間とする。

（食料・生活必需品等の供給・貸与） 

○ 被災者に対する食料・生活必需品等の供給・貸与は、区市町村が開設する 

避難所等において、災害救助法に定める基準に従って行う。 

○ 炊き出し等の体制が整うまでの間は、都及び区市町村の備蓄または調達する食料等を

支給する。 

○ 被災者に対する炊き出しその他による食品給与の配布基準は、原則として、災害救助

法施行細則に定めるところによる。 

○ ただし、この基準により難い事情がある場合(期間の延長、特別基準の設定)は、避難

所開設期間延長の承認申請と同様に、別途、知事の事前承認(厚生労働大臣の承認を含

む。)を得て、定める。 

 （第２部第１１章「物流・備蓄対策の推進」P  参照） 
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３ 動物救護 

（１）対策内容と役割分担 

機 関 名 対 策 内 容 

都 福 祉 保 健 局 

○ 被災動物の保護 

○ 関係団体等との連絡調整 

○ 関係団体等との協働による動物救援本部の設置 

○ 避難所等における動物の適正飼養の指導等 

区 市 町 村 

○ 同行避難動物の飼養場所等の確保 

○ 避難所等における動物の飼養状況の把握及び都・関係団体

への情報提供 

○ 避難所等における動物の適正飼養の指導等 

 

（２）業務手順 
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（公社）日本愛玩動物協会、（社）東京都家庭動物愛護協会 他動物関係団体等

動物保護施設＜被災動物の保護・収容・獣医療＞
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施設提供、指導・連絡

調整、獣医療

連絡調整

情報提供

環
境
省

厚
生
労
働
省

都
建
設
局

都
産
業
労
働
局

警
視
庁

東
京
消
防
庁

政
令
市

道
府
県

連絡・調整

要請

連絡・調整

要請

緊
急
災
害
時
動
物
救
援
本
部

（
公
財
）
日
本
動
物
愛
護
協
会

（
公
社
）
日
本
動
物
福
祉
協
会

（
公
社
）
日
本
愛
玩
動
物
協
会

（
公
社
）
日
本
獣
医
師
会

第１０章 避難者対策 

第５節 具体的な取組 ＜応急対策＞ 

24

能の回復を図る。 

○ 発災後３日目までは、し尿収集車によるし尿の収集・運搬が困難な状況が予想される

ことから、区市町村は、可能な限りし尿収集車による収集を要しない災害用トイレを活

用し、対応する。 

○ 発災後４日目からは、区市町村は、し尿収集車による収集が可能な災害用トイレを含

めて確保し、対応する。 

○ 備蓄分が不足した場合には、区市町村は都に対して要請し、都は広域応援等により必

要数を確保する。

（避難所の運営等） 

○ 住民の避難所への適正誘導及び収容並びに過密状況を把握する。

○ 立入禁止区域、土足禁止区域、喫煙(分煙)区域を設定する。

○ 避難住民の生活環境上必要な物品を確保する。

○ 災害時要援護者の特性に応じて必要となる物品を確保する。

○ 区市町村は、保健活動班を編成し、避難所における健康相談、その他必要な保健活動

を行なう。

○ 避難の長期化等必要に応じて、避難者や避難所に係わる運営スタッフ等の健康状態及

び医師や看護師等による巡回の必要性を把握し、必要な措置を講じるよう努める。また、

プライバシーの確保状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、暑さ・寒

さ対策の必要性、ごみの処理状況など、避難所の衛生状態等の把握に努め、必要な措置

を講じるよう努める。

○ 災害時要援護者の心身双方の健康状態には特段の配慮を行い、障害特性や個々の状態、

ニーズを把握し、必要に応じ二次避難所（福祉避難所）への移送、福祉施設等への入所、

介護職員等の派遣等を行うものとする。 

○ 二次避難所（福祉避難所）の運営は、障害特性に応じた支援が必要であり、避難所か

ら二次避難所（福祉避難所）への移送手段についても確保する。

○ 避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双

方の視点等に配慮するものとする。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置

や生理用品、女性用下着の女性による配布、パトロールの実施や照明の配置による視認

性の向上など避難所における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した

避難所の運営に努める。

○ ごみの適切な排出方法、トイレの使用方法など、避難住民への衛生管理上の留意事項

を周知する。

○ インフルエンザ等の感染症予防（手洗い、うがい等）の励行を避難住民に周知すると

ともに、患者発生時の感染拡大防止対策を実施する。

○ 避難所の管理責任者は防火担当責任者を指定し、防火安全対策を講じる。

（公衆浴場等の確保） 

○ 区市町村は、保健所と連携して公衆浴場の営業状況、仮設浴場、シャワー施設の設置

状況を把握する。

○ 避難住民に対してその情報を提供するとともに浴場等の確保に努め避難所の衛生管理

を支援する。
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３ 動物救護 

（１）対策内容と役割分担 

機 関 名 対 策 内 容 

都 福 祉 保 健 局 

○ 被災動物の保護 

○ 関係団体等との連絡調整 

○ 関係団体等との協働による動物救援本部の設置 

○ 避難所等における動物の適正飼養の指導等 

区 市 町 村 

○ 同行避難動物の飼養場所等の確保 

○ 避難所等における動物の飼養状況の把握及び都・関係団体

への情報提供 

○ 避難所等における動物の適正飼養の指導等 
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能の回復を図る。 

○ 発災後３日目までは、し尿収集車によるし尿の収集・運搬が困難な状況が予想される

ことから、区市町村は、可能な限りし尿収集車による収集を要しない災害用トイレを活

用し、対応する。 

○ 発災後４日目からは、区市町村は、し尿収集車による収集が可能な災害用トイレを含

めて確保し、対応する。 

○ 備蓄分が不足した場合には、区市町村は都に対して要請し、都は広域応援等により必

要数を確保する。

（避難所の運営等） 

○ 住民の避難所への適正誘導及び収容並びに過密状況を把握する。

○ 立入禁止区域、土足禁止区域、喫煙(分煙)区域を設定する。

○ 避難住民の生活環境上必要な物品を確保する。

○ 災害時要援護者の特性に応じて必要となる物品を確保する。

○ 区市町村は、保健活動班を編成し、避難所における健康相談、その他必要な保健活動

を行なう。

○ 避難の長期化等必要に応じて、避難者や避難所に係わる運営スタッフ等の健康状態及

び医師や看護師等による巡回の必要性を把握し、必要な措置を講じるよう努める。また、

プライバシーの確保状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、暑さ・寒

さ対策の必要性、ごみの処理状況など、避難所の衛生状態等の把握に努め、必要な措置

を講じるよう努める。

○ 災害時要援護者の心身双方の健康状態には特段の配慮を行い、障害特性や個々の状態、

ニーズを把握し、必要に応じ二次避難所（福祉避難所）への移送、福祉施設等への入所、

介護職員等の派遣等を行うものとする。 

○ 二次避難所（福祉避難所）の運営は、障害特性に応じた支援が必要であり、避難所か

ら二次避難所（福祉避難所）への移送手段についても確保する。

○ 避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双

方の視点等に配慮するものとする。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置

や生理用品、女性用下着の女性による配布、パトロールの実施や照明の配置による視認

性の向上など避難所における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した

避難所の運営に努める。

○ ごみの適切な排出方法、トイレの使用方法など、避難住民への衛生管理上の留意事項

を周知する。

○ インフルエンザ等の感染症予防（手洗い、うがい等）の励行を避難住民に周知すると

ともに、患者発生時の感染拡大防止対策を実施する。

○ 避難所の管理責任者は防火担当責任者を指定し、防火安全対策を講じる。

（公衆浴場等の確保） 

○ 区市町村は、保健所と連携して公衆浴場の営業状況、仮設浴場、シャワー施設の設置

状況を把握する。

○ 避難住民に対してその情報を提供するとともに浴場等の確保に努め避難所の衛生管理

を支援する。
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４ ボランティアの受入れ 

（１）対策内容と役割分担 

避難所の運営におけるボランティアの受入について、必要な流れを示す。 

機 関 名 対 策 内 容 

都 生 活 文 化 局 

○ 東京都災害ボランティアセンターを設置・運営し、区市町

村災害ボランティアセンターの支援を行う。 

○ 東京都防災（語学）ボランティアを派遣 

都 福 祉 保 健 局 
○ 福祉関係団体等の協力によるボランティア派遣について、

区市町村に対する広域的支援 

区 市 町 村 

○ 「避難所管理運営の指針」に基づいたマニュアル等の業務

手順によるボランティアの派遣要請及び受入 

○ 区市町村災害ボランティアセンターにおいて、必要なボラ

ンティアの派遣を行う。 

 

（２）業務手順・取組内容 

≪都生活文化局≫ 
○ 東京ボランティア・市民活動センターと協働で東京都災害ボランティアセンターを設

置・運営し、災害ボランティアコーディネーターの派遣等により、区市町村災害ボラン

ティアセンターの支援を行う。 
○ 区市町村の要請に基づき、避難所における外国人を支援するための防災（語学）ボラ

ンティアを派遣する。 
≪福祉保健局≫ 

○ 福祉関連のボランティア派遣については、区市町村からの支援要請に基づき、福祉関

係団体等の協力により広域的な支援を実施する。 
○ 福祉関連のボランティア派遣に際しては、区市町村の要請内容、避難所の状況を把握

し、ニーズに適切に対応する。 
○ 区市町村からの支援要請に基づき、福祉関係団体等の協力により、ボランティアを派

遣できるよう、広域的な支援を実施する。 
≪区市町村≫ 

○ 「避難所管理運営の指針」に基づいたマニュアル等の業務手順により、ボランティア

を受け入れる。 
○ 区市町村災害ボランティアセンターを通じて、避難所で活動するボランティアを派遣

する。 
    （第２部第２章「ボランティア活動との連携」P  参照） 
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（３）詳細な取組内容 

都は、危害防止及び動物愛護の観点から、負傷又は放し飼い状態の動物の保護や適正な飼

養に関し、区市町村等関係機関や都獣医師会等関係団体との協力体制を確立する。 
ア 被災地域における動物の保護 

   ○ 都や都獣医師会等関係団体が協働して設置する「動物救援本部」が中心となり、被災

動物の保護等を行う。 
   ○ 都は、「動物保護班」及び「動物医療班」を編成し、被災住民等への動物救護に関す

る情報の提供、被災動物の保護、搬送及び応援要請に基づく避難所での獣医療に携わる。 
   ○ 都は、「動物救援本部」が実施する動物救護活動の一時的な拠点として、動物愛護相談

センター等の動物保護施設を提供する。 
 
  イ 「動物保護班」「動物医療班」の編成 

○ 発災直後には、動物愛護相談センターに「動物保護班」及び「動物医療班」それぞれ

２班を配置し、発災後 72 時間を目途に班の充実を図る。 
○ 「動物保護班」は、区市町村、都獣医師会、動物愛護ボランティア等の協力の下、飼

い主不明の被災動物を保護し、動物保護施設に搬送する。 
○ 「動物医療班」は、「動物救援本部」からの応援要請があった場合に、動物保護施設

内での動物医療に携わるとともに、区市町村等からの要請に応じて避難所等における獣

医療提供等の支援を行う。 
 

ウ 避難所における動物の適正な飼養 

≪区市町村≫ 
○ 開設した避難所に、動物の飼養場所を避難所施設に応じて確保する。避難所内に同

行避難動物の飼養場所を確保することが困難な場合は、近接した避難所等に飼養場所

を確保する。 
≪都福祉保健局≫ 

○ 区市町村と協力して、飼い主とともに同行避難した動物について、以下の取組を行

い、適正飼養を指導する。 

・ 各地域の被害状況、避難所での動物飼養状況の把握及び資材の提供、獣医師の派

遣等 
・ 避難所から保護施設への動物の受入及び譲渡等の調整 
・ 他県市への連絡調整及び要請 
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４ ボランティアの受入れ 

（１）対策内容と役割分担 

避難所の運営におけるボランティアの受入について、必要な流れを示す。 

機 関 名 対 策 内 容 

都 生 活 文 化 局 

○ 東京都災害ボランティアセンターを設置・運営し、区市町

村災害ボランティアセンターの支援を行う。 

○ 東京都防災（語学）ボランティアを派遣 

都 福 祉 保 健 局 
○ 福祉関係団体等の協力によるボランティア派遣について、

区市町村に対する広域的支援 

区 市 町 村 

○ 「避難所管理運営の指針」に基づいたマニュアル等の業務

手順によるボランティアの派遣要請及び受入 

○ 区市町村災害ボランティアセンターにおいて、必要なボラ

ンティアの派遣を行う。 

 

（２）業務手順・取組内容 

≪都生活文化局≫ 
○ 東京ボランティア・市民活動センターと協働で東京都災害ボランティアセンターを設

置・運営し、災害ボランティアコーディネーターの派遣等により、区市町村災害ボラン

ティアセンターの支援を行う。 
○ 区市町村の要請に基づき、避難所における外国人を支援するための防災（語学）ボラ

ンティアを派遣する。 
≪福祉保健局≫ 

○ 福祉関連のボランティア派遣については、区市町村からの支援要請に基づき、福祉関

係団体等の協力により広域的な支援を実施する。 
○ 福祉関連のボランティア派遣に際しては、区市町村の要請内容、避難所の状況を把握

し、ニーズに適切に対応する。 
○ 区市町村からの支援要請に基づき、福祉関係団体等の協力により、ボランティアを派

遣できるよう、広域的な支援を実施する。 
≪区市町村≫ 

○ 「避難所管理運営の指針」に基づいたマニュアル等の業務手順により、ボランティア

を受け入れる。 
○ 区市町村災害ボランティアセンターを通じて、避難所で活動するボランティアを派遣

する。 
    （第２部第２章「ボランティア活動との連携」P  参照） 
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（３）詳細な取組内容 

都は、危害防止及び動物愛護の観点から、負傷又は放し飼い状態の動物の保護や適正な飼

養に関し、区市町村等関係機関や都獣医師会等関係団体との協力体制を確立する。 
ア 被災地域における動物の保護 

   ○ 都や都獣医師会等関係団体が協働して設置する「動物救援本部」が中心となり、被災

動物の保護等を行う。 
   ○ 都は、「動物保護班」及び「動物医療班」を編成し、被災住民等への動物救護に関す

る情報の提供、被災動物の保護、搬送及び応援要請に基づく避難所での獣医療に携わる。 
   ○ 都は、「動物救援本部」が実施する動物救護活動の一時的な拠点として、動物愛護相談

センター等の動物保護施設を提供する。 
 
  イ 「動物保護班」「動物医療班」の編成 

○ 発災直後には、動物愛護相談センターに「動物保護班」及び「動物医療班」それぞれ

２班を配置し、発災後 72 時間を目途に班の充実を図る。 
○ 「動物保護班」は、区市町村、都獣医師会、動物愛護ボランティア等の協力の下、飼

い主不明の被災動物を保護し、動物保護施設に搬送する。 
○ 「動物医療班」は、「動物救援本部」からの応援要請があった場合に、動物保護施設

内での動物医療に携わるとともに、区市町村等からの要請に応じて避難所等における獣

医療提供等の支援を行う。 
 

ウ 避難所における動物の適正な飼養 

≪区市町村≫ 
○ 開設した避難所に、動物の飼養場所を避難所施設に応じて確保する。避難所内に同

行避難動物の飼養場所を確保することが困難な場合は、近接した避難所等に飼養場所

を確保する。 
≪都福祉保健局≫ 

○ 区市町村と協力して、飼い主とともに同行避難した動物について、以下の取組を行

い、適正飼養を指導する。 

・ 各地域の被害状況、避難所での動物飼養状況の把握及び資材の提供、獣医師の派

遣等 
・ 避難所から保護施設への動物の受入及び譲渡等の調整 
・ 他県市への連絡調整及び要請 
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部又は一部を当該区市町村長に代わり実施する。 

≪都福祉保健局≫ 

○ 被災地の区市町村から被災者の移送の要請があった場合、警視庁と協議の上、被災者

の移送先を決定する。 

○ 移送先決定後、移送先の区市町村長に対し被災者の受入体制を整備させる。 

○ 被災者の移送方法については、当該区市町村と協議の上、被災地の状況を勘案して決

定し、都財務局調達のバス等を中心に、区市町村、都交通局、警視庁、東京消防庁の協

力を得て実施する。 

○ 災害時要援護者の移送手段については、当該区市町村による調達が困難な場合に、都

福祉保健局が都財務局及び関係機関の協力を得て調達する。 

≪区市町村≫ 

○ 区市町村長は、当該区市町村の避難所に被災者を受け入れることが困難な時は、被災

者の他地区(近隣の非被災地区若しくは小被災地または隣接県)への移送について、知事

(都福祉保健局)に要請する。 

○ 被災者の他地区への移送を要請した区市町村長は、所属職員の中から移送先における

避難所管理者を定め、移送先の区市町村に派遣するとともに、移送に当たっては引率者

を添乗させる。 

○ 都から被災者の受入を指示された区市町村長は、受入体制を整備する。 

○ 移送された被災者の避難所の運営は移送元の区市町村が行い、被災者を受け入れた区

市町村は運営に協力する。 

○ その他、必要事項については区市町村地域防災計画に定める。 
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５ 被災者の他地区への移送 

（１）対策内容と役割分担 

機 関 名 対 策 内 容 

都 本 部 ○ 都県境を越える避難についての調整 

都 福 祉 保 健 局 

○ 被災者の移送先の決定 

○ 移送先の区市町村との調整 

○ 被災者の移送方法を決定、移送手段の確保 

○ 区市町村による災害時要援護者等の移送支援 

区 市 町 村 

（移送元） 

○ 移送について知事(都福祉保健局)に要請 

○ 移送先における避難所管理者を決定し、移送先へ派遣 

○ 移送の際の添乗 

○ 移送後の避難所運営 

（受入側） 

○ 受入態勢を整備 

○ 移送後の避難所運営への協力 

 

（２）業務手順 

【移送先の決定】 

 

 

（３）詳細な取組内容 

≪都本部≫ 
○ 都は、都県境を越える避難について、避難先の道府県の知事と協議を行う。 
○ 九都県市、21 大都市、全国知事会との連携は、第２部第６章 P  参照。 

○ 区市町村がその全部又は大部分の事務を行うことができなくなった場合で、被災住民

の生命若しくは身体を災害から保護し、又は居住の場所を確保することが困難な場合に

おいて、当該被災住民について広域一時滞在の必要があると認めるときは、知事は、全

福祉保健局 

区市町村 

①移送要請 

近隣の非（小）被災区市町村

②被災者の受入を照会 
④避難所の開設を指示要請 

警視庁 

③移送先について 
警視庁と協議依頼 
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部又は一部を当該区市町村長に代わり実施する。 

≪都福祉保健局≫ 

○ 被災地の区市町村から被災者の移送の要請があった場合、警視庁と協議の上、被災者

の移送先を決定する。 

○ 移送先決定後、移送先の区市町村長に対し被災者の受入体制を整備させる。 

○ 被災者の移送方法については、当該区市町村と協議の上、被災地の状況を勘案して決

定し、都財務局調達のバス等を中心に、区市町村、都交通局、警視庁、東京消防庁の協

力を得て実施する。 

○ 災害時要援護者の移送手段については、当該区市町村による調達が困難な場合に、都

福祉保健局が都財務局及び関係機関の協力を得て調達する。 

≪区市町村≫ 

○ 区市町村長は、当該区市町村の避難所に被災者を受け入れることが困難な時は、被災

者の他地区(近隣の非被災地区若しくは小被災地または隣接県)への移送について、知事

(都福祉保健局)に要請する。 

○ 被災者の他地区への移送を要請した区市町村長は、所属職員の中から移送先における

避難所管理者を定め、移送先の区市町村に派遣するとともに、移送に当たっては引率者

を添乗させる。 

○ 都から被災者の受入を指示された区市町村長は、受入体制を整備する。 

○ 移送された被災者の避難所の運営は移送元の区市町村が行い、被災者を受け入れた区

市町村は運営に協力する。 

○ その他、必要事項については区市町村地域防災計画に定める。 
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５ 被災者の他地区への移送 

（１）対策内容と役割分担 

機 関 名 対 策 内 容 

都 本 部 ○ 都県境を越える避難についての調整 

都 福 祉 保 健 局 

○ 被災者の移送先の決定 

○ 移送先の区市町村との調整 

○ 被災者の移送方法を決定、移送手段の確保 

○ 区市町村による災害時要援護者等の移送支援 

区 市 町 村 

（移送元） 

○ 移送について知事(都福祉保健局)に要請 

○ 移送先における避難所管理者を決定し、移送先へ派遣 

○ 移送の際の添乗 

○ 移送後の避難所運営 

（受入側） 

○ 受入態勢を整備 

○ 移送後の避難所運営への協力 

 

（２）業務手順 

【移送先の決定】 

 

 

（３）詳細な取組内容 

≪都本部≫ 
○ 都は、都県境を越える避難について、避難先の道府県の知事と協議を行う。 
○ 九都県市、21 大都市、全国知事会との連携は、第２部第６章 P  参照。 

○ 区市町村がその全部又は大部分の事務を行うことができなくなった場合で、被災住民

の生命若しくは身体を災害から保護し、又は居住の場所を確保することが困難な場合に

おいて、当該被災住民について広域一時滞在の必要があると認めるときは、知事は、全

福祉保健局 

区市町村 

①移送要請 

近隣の非（小）被災区市町村

②被災者の受入を照会 
④避難所の開設を指示要請 

警視庁 

③移送先について 
警視庁と協議依頼 
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